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外郭団体の見直し状況

１ これまでの経緯

外郭団体は、行政の補完、代替などの機能を有し、機動的かつ弾力的に行政目的を達

成するための有効な手段として公共的・公益的事業役割を果たしてきましたが、社会経

済情勢が、絶え間なく、大きく変化する中で、民間活力との競争の激化や組織の硬直化

による運営コストの上昇などの諸課題に直面し、時代にあった形への不断の見直しが必

要となっています。

県では、平成１６年６月 「外郭団体見直し等の基本方針」を策定し、外郭団体見直し、

に係る基本的な考え方を明らかにするとともに、単なる組織形態の見直しにとどまらな

い、原点からの抜本的な経営改善を推進してきたところであり、各団体においては 「第、

１期経営改善計画（問題解決プラン 」により、具体的な取り組みを押し進めた結果、大）

幅な「経営のスリム化」を実現しました。

また 「第１期経営改善計画」の計画期間の終了の後も、更なる見直しが必要との認識、

から、平成２２年２月 「次期経営改善計画の策定方針」を決定し、各団体において、、

「第２期経営改善計画（問題解決プラン 」の策定と経営改善への取り組みを進め、第１）

期に引き続き、更なる見直しを実現しています。

【参考】

「第１期」及び「第２期」経営改善計画の成果(H17～H2４：８年間)

13団体削減・団 体 数： 39団体（H1６） → 26団体（H24）

493人削減・役 職 員 数： 1,061人（H16） → 568人（H24）

43億円削減・県補助･委託金：81.2億円（H16） → 38.2億円（H24）

２ 第２期経営改善計画に基づく取組み（平成22～24年度：3年間）

１) 経営改善計画の推進

① 第２期経営改善計画の内容

第２期経営改善計画においては、各団体が、社会的役割や意義などを見つめ直し、

真に県民に必要な存在であり続けられるよう、従来の「経営のスリム化」から、県民

目線に立った「質的な改善」に主眼を置き、次の「３つの柱」を基本として、各団体

が自主的・主体的な取り組みを進めました。

＜３つの柱＞
① 「公益法人制度改革への対応」
② 「積極的情報公開の推進」
③ 「経営面からの更なる見直し」

大幅な経営

のスリム化

を実現
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３)見直しへの取組状況

① 団体の再編・見直し

解散、統合等により、39団体(平成16年度)から26団体まで削減しました。

（別紙１参照）

② 「公益法人制度改革への対応」

対象となる公益法人（財団・社団 、全１７団体（平成24年度）について、第２期）

計画期間中（平成25年3月末まで）に６団体が移行を完了しました。

なお、残る１１団体も平成25年4月1日に移行を完了し、全ての法人が公益法人制

度改革への対応を完了しています。

③ 「積極的情報公開の推進」

平成２２年度までに、株式会社を除く公益法人等のすべて（２０団体）について、

「情報公開制度」が導入されました。

また、ホームページを活用し、各団体が組織や事業内容などについて、積極的に情

報発信するとともに、県のホームページにおいても、新たに「各団体との随意契約の

状況」の公表など、掲載情報の充実に取り組みました。

④ 「経営面からの更なる見直し」

ア）人員・組織体制の見直し

平成２４年度の役職員数は、平成２１年度実績から２１９名削減され、

第２期計画で掲げた△８１名（△１０％）の削減目標を大きく上回り、大幅な組織

体制のスリム化を実現しました。

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度（目標）平成２４年度（実績）
（H17.4.1現在） （H22.4.1現在） （H25.4.1現在） （Ｈ25.4.1現在）

職員数 531名 333名 314名 263名
役員数 530名 454名 392名 305名

計 1,061名 787名 706名 568名

530名

531名

454名

333名

392名

314名

305名

263名

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度（目標） 平成２４年度（実績）

職員数

役員数

計568名

H24目標値を大幅に上回る

２１９名の削減

第１期計画 第２期計画

計706名計787名
計1 ,0 6 1名

目標達成
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イ） 県の支援等関与状況の見直し

県からの補助金、委託金については、更なる組織のスリム化と業務の効率化によ

り、平成２４年度実績は、平成２１年度実績から△９．５億円（△２０％）と大幅

、 （ ）な削減となりましたが 第２期計画終了時点の目標であった△１２億円 △２５％

には及びませんでした。

これは、国費を財源とした

①埋蔵文化財発掘調査業務の増 約２．５億円

②緊急雇用創出事業の期間延長 約０．５億円

が主たる要因であり、これらを「特殊要素」として除外すれば、削減額は１２．５

億円となり、目標を上回る「経営のスリム化」を実現したといえます。

平成16年度 平成21年度 平成2４年度（目標） 平成2４年度（実績）

補助金額 １４億９千万円 １４億１千万円 ８億５千万円 ９億６千万円

委託金額 ６６億３千万円 ３３億６千万円 ２７億２千万円 ２８億６千万円

合計金額 ８１億２千万円 ４７億７千万円 ３５億７千万円 ３８億２千万円

※国費を財源とした事業を除いた額 → ３５億２千万円

３ 「第３期経営改善計画」による更なる取組みの推進（平成２５～２７年度：３年間）

１) 第３期経営改善計画（問題解決プラン）の策定【参考資料 p.19】

県では、これまで推進してきた、外郭団体における「経営改善計画（問題解決プラ

ン 」の計画期間の終了（概ね平成２４年度末）の後も、厳しい財政状況など、各団体）

を取り巻く環境に対応していくため、更なる経営健全化や透明性確保のための取組み

が必要との認識から、平成２５年２月に「外郭団体見直し等の基本方針」を決定し、

各団体に「第３期経営改善計画」の策定を要請しました。

この結果、対象２５団体（ 一財）徳島県スポーツ振興財団を除く）のうち、１８団（

体において新たな計画が策定されるとともに、現計画の終期が平成２５年度以降であ

る７団体についても、第３期経営改善計画の終期である平成２７年度を見据え、目標

数値の検証、設定が行われました。

812千万円

477千万円
357千万円 352千万円

30千万円

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度（目標） 平成２４年度（実績）

国費を財源
とした事業
その他

第１期計画 第２期計画

△９．５億円 （△２０％）

※国費を財源とした事業を除けば

△１２．５億円 （△２６％）

目標達成
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２) 外郭団体見直しの基本方針

第3期経営改善計画の策定にあたっては、団体が行っている業務の必要性、民間企業

等との役割分担の妥当性などの観点から、事業、組織などの見直しを行うとともに、

経営健全化や透明性の確保のための取組みを推進します。

① 見直しの基本的考え方

・本県では平成２３年７月に策定した「財政構造改革基本公方針」の下、職員給与の

臨時的削減をはじめとした歳入・歳出両面にわたる改革に取り組んでいるところであ

り、県の行政と密接な関係を有する外郭団体においても、同様の取組みが求められる

こと

・地方公共団体財政健全化法等を踏まえ、地方公共団体は、外郭団体の収支、経営状

況、資産及び将来負担の実態も含め、適切に把握、分析した上で、将来負担比率の適

切な抑制を行う等、財政健全化に取り組む必要があること

・平成２３年１２月の地方自治法施行令の一部改正により、長が議会に経営状況の報

告を行う法人の範囲が拡大されたことに伴い、これまで以上に外郭団体への指導監督

を強化するとともに、議会、県民への説明が求められること

・公益法人制度改革に伴い、財団法人及び社団法人については、平成２５年１１月の

期限までに 「新公益法人」または「一般法人」等に移行する必要があること、

以上のような外郭団体を取り巻く環境の下で、次の「主な改革項目」に基づき、各

団体が経営健全化や透明性の確保のための取組みを推進します。

＜主な改革項目＞

① 効率的・効果的な経営の推進
（目標）役職員数▲５％、県補助・委託金▲１０％

② 点検評価の充実

（目標）全ての団体が、自主性や自立性の向上を目指し、経営改善計画の達成度や課題

を分析する「自己点検評価」を新たに実施

③ 情報公開の更なる推進

（目標）全ての団体において、経営の透明性を確保し、県民への説明責任を果たすとと

もに、団体の存在価値を高めるため、ＨＰ等を活用した積極的かつ分かりやすい

情報公開を推進

② 計画期間

原則として、平成2５年度から平成2７年度の３年間としました。

③ 各団体毎の見直しの方向性

第３期経営改善計画の策定にあたっては 「各外郭団体の見直しの方向性（平成２５、

～平成２７年度 （別紙２）に基づき作業を行いました。）」
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３)見直しへの取組み

① 効率的・効果的な経営の推進

ア）人員・組織体制の見直し

、 （ ） 、役職員数は 平成２４年度実績から△５％ △３０名 の削減を目標として示し

各団体において第3期経営改善計画の策定を行った結果、全体として、△４６名

（△８％）の削減に向け、計画を推進することとなりました。

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度 平成２７年度（計画数値）
（H17.4.1現在） （H22.4.1現在） （H25.4.1現在） （Ｈ28.4.1現在）

職員数 531名 333名 263名 227名
役員数 530名 454名 305名 295名

計 1,061名 787名 568名 522名
※目標△5%（538名）

イ） 県の支援等関与状況の見直し

、 、 、県からの補助金 委託金については 更なる組織のスリム化と業務の効率化に加え

賛助会費や寄附金などの収入の拡大や、国等からの委託業務を獲得するなどの経営努

力を行うことにより、平成２４年度実績から△１０％（△3.8億円）の削減を目標と

して示し、各団体において第3期経営改善計画の策定を行った結果、全体として、

△５億円（△１３％）の削減に向け、計画を推進することとなりました。

平成16年度 平成21年度 平成2４年度 平成2７年度（計画数値）

補助金額 １４億９千万円 １４億１千万円 ９億６千万円 ９億１千万円

委託金額 ６６億３千万円 ３３億６千万円 ２８億６千万円 ２４億１千万円

合計金額 ８１億２千万円 ４７億７千万円 ３８億２千万円 ３３億２千万円

※目標△10%（34億4千万円）

今後、目標数値を達成することはもちろんのこと、各団体ごとの削減計画が達成さ

れるよう取組みを推進します。

530名

531名

454名

333名

305名

263名

295名

227名

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度 平成２７年度（計画数値）

職員数

役員数

計522名
計568名

計787名計1 ,0 6 1名

計画数値
平成２４年度から

△４６名（△８％）

149千万円

663千万円

141千万円

336千万円

96千万円

286千万円

91千万円

241千万円

平成１６年度 平成２１年度 平成２４年度 平成２７年度（計画数値）

委託金

補助金

計画数値

平成２４年度から
△５億円（△１３％）
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② 点検評価の充実

全ての団体が、自主性や自立性の向上を目指し、経営改善計画の達成度や課題を

分析する「自己点検評価」を実施し、県へ報告を行います。

県は、団体の評価に係る報告を受け、県としての評価を行い、これらの評価結果

を「とくしま未来創造プラン推進委員会」に報告し、意見や提言を聴取するなど、

更なる見直しの推進に反映させます。

③ 情報公開の更なる推進

平成２５年度中に全ての団体がホームページを開設し、法令上公開を求められて

いる財務状況や役員名簿などの情報公開を推進します。また、活動状況や事業実績

を積極的に広報するとともに、ＳＮＳやメルマガ等を活用した情報の提供にも取り

組みます。

④ 公益法人制度改革への対応

各団体の積極的な取組みにより、平成25年4月1日で、全ての法人（１７団体）が

公益法人制度改革への対応を完了しています。

４ 今後に向けて

各団体においては、今後引き続き「経営改善計画（問題解決プラン 」により、主体）

的・計画的に見直しを押し進めて参ります。

あわせて、県としても引き続き、外郭団体の見直しを行財政改革における重要な改革

項目の一つとして、着実に各団体の「経営改善計画」が実行されるよう進行管理をして

いくことはもちろん、平成２５年度が「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

基づく第三セクター等の抜本的改革に係る取組みの最終年度にあたることから、国の動

向を的確に捉え、適宜・適切な助言・指導を行って参ります。

また、各団体の見直しの進捗状況については、県民の皆様により分かりやすい形で情

報発信できるよう努めて参ります。
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＜別紙１＞

○「経営改善計画」に基づく経営改善取組

（人員組織体制の見直し、県支援等関与状況の見直し 等）

・全団体

○解散 （９団体）

徳島県畜産振興公社（H15.４解散）・

徳島県勤労総合福祉センター（H16.3解散）・

徳島県国民年金福祉協会（H17.4解散）・

徳島県同和対策推進会（H19.3解散）・

とくしま地域政策研究所（H20.3解散）・

徳島県青少年協会（H20.3解散）・

徳島県鳴門競艇収益金町村振興基金（H20.3解散）・

徳島県企業公社（H24.3解散）・

とくしまﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ促進協会（H24.3解散）・

○統合 （２団体）

徳島県下水道技術センター（H18.3 徳島県建設技術センター（旧徳島県土・

木技術協会）と統合）

徳島コンベンションビューロー（H20.3 徳島県観光協会と統合）・

○管理部門の統合 （２団体）

徳島県農業開発公社（H17.4～農業会議との事務共同化済）・

徳島県林業労働力確保支援センター（県森連との事務共同化済）・

○出資比率引下げ （５団体）

徳島県勤労者福祉ネットワーク（H16.3出資25%未満）・

徳島県食鶏価格安定基金協会（H17.8出資25%未満）・

・徳島県生活衛生営業指導センター（H18.3出資25%未満）

・とくしま森とみどりの会（H22.8出資25%未満)

・徳島県総合健診センター（H24.3出資25%未満)

○その他 （１団体）

徳島県漁業信用基金協会（国直接関与団体につき除外）・

○新設 （１団体）

ｅｰとくしま推進財団 H17.2.28新設・

7



＜別紙２＞

各外郭団体の見直しの方向性（25～27年度）

団 体 名 今後の見直しの方向性

抜本的改革の推進を行う団体（３団体）

・(公社)徳島県林業公社 厳しい経営状況を踏まえ、新しい経営改善計画に

・阿佐海岸鉄道(株) 基づく抜本的改革を推進する。

・徳島県住宅供給公社

県関与の縮小を行う団体（１団体）

・(一財)徳島県スポーツ振興財団 県関与の縮小を図り、自立を進める。

将来的な事業量の変動を踏まえ、事業内容や規模事業内容､規模等を見直す団体（１団体）

・(公財)徳島県水産振興公害対策基金 の見直しを行う。

更なる経営改善を行う団体（２１団体）

・(公財)ｅ-とくしま推進財団

・(公財)徳島県文化振興財団

・(一財)徳島県環境整備公社

・(公財)徳島県福祉基金

・(福)徳島県社会福祉事業団

・(公財)とくしま移植医療推進財団

・(公財)とくしま"あい"ランド推進協議会

・(公財)とくしま産業振興機構

・(株)徳島健康科学総合センター

・徳島工芸村(株) 組織・人員の見直しや業務執行の効率化など、更

・(一財)徳島県観光協会 なる経営改善を行う。

・(公財)徳島県国際交流協会

・(株)コート・ベール徳島

・(公財)徳島県農業開発公社

センター・(公財)徳島県林業労働力確保支援

・(公財)徳島県建設技術センター

・徳島県土地開発公社

・徳島空港ビル(株)

・徳島ハイウェイサービス(株)

・(公財)徳島県埋蔵文化財センター

・(公財)徳島県暴力追放センター
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3
,3

3
3

1
,4

1
5
,4

0
3

5
,9

1
5

3
2
7
,7

5
1

3
(一
財
)徳
島
県
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

3
8
3
,5

0
6

1
4
,2

3
7
  
  
  
  
 

-
0

1
2
7
,1

2
8

2
9
,0

2
1

9
8
,1

0
8

3
7
7
,1

3
8

4
(一
財
)徳
島
県
環
境
整
備
公
社

1
,0

1
5
,0

4
6

3
1
8
,6

8
6
  
  
  
  
 

-
1
1
0
,6

4
5

4
,0

1
9
,4

0
1

2
,6

4
9
,1

0
6

1
,3

7
0
,2

9
5

5
(公
財
)徳
島
県
福
祉
基
金

1
5
,4

2
5

9
0
8
  
  
  
  
 

-
0

1
,2

4
9
,7

5
6

1
4

1
,2

4
9
,7

4
2

6
(福
)徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

1
,2

6
3
,7

5
1

2
4
6
,2

6
9
  
  
  
  
 

-
5
5
,0

1
9

2
,0

9
8
,1

7
8

1
2
8
,0

5
8

1
,9

7
0
,1

2
1

3
1
,4

9
5

3
1
4
,1

6
8

7
(公
財
)と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

3
1
5

△
 3

7
4
  
  
  
  
 

-
0

4
8
,2

8
4

0
4
8
,2

8
4

8
(公
財
)と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会

1
2
6
,3

8
2

7
3
4
  
  
  
  
 

-
1
,7

8
1

1
3
3
,0

2
0

4
,8

8
6

1
2
8
,1

3
4

1
1
1
,7

3
2

1
2
,6

1
9

9
(公
財
)と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

1
,7

8
1
,9

4
2

4
,7

8
7
  
  
  
  
 

-
4
8
0

4
6
,3

3
6
,9

1
9

4
4
,8

5
1
,6

6
5

1
,4

8
5
,2

5
5

6
5
3
,4

0
2

4
0
,9

7
8

1
0
,7

0
4
,8

7
7

3
2
,9

1
2
,1

8
2

1
0
(株
)徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

8
2
,6

6
1

4
,5

8
6

3
,5

5
4

1
2
,9

1
8

9
1
9
,7

9
8

2
0
,3

7
7

8
9
9
,4

2
1

2
5
,2

0
8

1
1
徳
島
工
芸
村
(株

)
6
5
,0

9
0

1
5
,8

6
9

1
2
,7

1
6

1
2
,6

2
2

3
9
5
,2

2
3

3
4
,3

3
6

3
6
0
,8

8
7

1
7
,3

7
4

1
2
(一
財
)徳
島
県
観
光
協
会

4
0
9
,4

9
1

△
 3

,2
3
1
  
  
  
  
 

-
5
,6

1
8

7
0
4
,8

4
1

5
9
,8

0
6

6
4
5
,0

3
5

1
9
,1

8
5

3
3
9
,9

1
9

1
3
(公
財
)徳
島
県
国
際
交
流
協
会

2
1
8
,7

1
3

1
,8

0
9
  
  
  
  
 

-
4
0

5
8
0
,9

7
8

6
6
,8

0
3

5
1
4
,1

7
4

5
6
0

4
3
,8

0
8

5
7
,1

7
0

1
4
(株
)コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

3
0
7
,8

3
4

6
5
,2

2
2

4
2
,4

8
8

8
,2

0
9

1
,1

9
6
,5

8
6

9
0
2
,4

7
2

2
9
4
,1

1
4

5
,3

5
0

1
5
(公
財
)徳
島
県
農
業
開
発
公
社

1
4
,2

8
6

△
 2

,1
7
6
  
  
  
  
 

-
2
5
3

3
2
4
,0

6
2

1
6
,9

3
9

3
0
7
,1

2
3

5
,6

0
4

8
,2

7
0

7
,1

0
2

1
6
(公
財
)徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金

1
9
2
,2

1
2

1
,8

3
8
  
  
  
  
 

-
0

3
,6

6
1
,9

6
9

1
1
6
,7

4
3

3
,5

4
5
,2

2
6

1
6
3
,1

1
9

1
7
(公
財
)徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー

3
6
,0

4
4

2
4
  
  
  
  
 

-
0

5
2
4
,4

4
1

2
4
,3

4
8

5
0
0
,0

9
3

1
,1

7
2

2
2
,2

4
0

 

1
8
(公
社
)徳
島
県
林
業
公
社

2
6
2
,8

1
6
△

 1
7
,6

0
1
  
  
  
  
 

-
6
0
2

1
9
,3

3
9
,4

2
7

1
8
,4

7
5
,5

4
5

8
6
3
,8

8
2

1
3
5
,7

5
4

9
,5

9
7

8
,6

9
2
,3

9
1

4
,3

9
8
,2

9
6

1
9
(公
財
)徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

3
3
0
,6

1
4

1
7
,0

7
6
  
  
  
  
 

-
1
,5

5
2

5
7
6
,6

1
9

1
5
5
,5

8
4

4
2
1
,0

3
5

2
8
5
,2

2
7

　

2
0
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

1
7
9
,5

0
3
△

 1
5
,5

4
2

△
 1

5
,2

3
7

4
6

1
,1

8
9
,8

7
3

6
8
0
,4

5
1

5
0
9
,4

2
2

4
2
,5

3
1

5
9
6
,5

9
7
　

2
1
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

3
9
8
,9

7
1
△

 2
8
,4

7
8

△
 2

7
,3

4
4

5
6
2

1
,0

0
7
,9

1
1

8
2
0
,3

0
6

1
8
7
,6

0
5

3
5
3
,4

8
6

2
2
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

2
1
,8

9
5
△

 6
3
,3

3
4

2
0
4

5
,8

6
4

4
6
,0

3
7

8
,4

8
1

3
7
,5

5
6

2
3
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

4
8
1
,4

0
1

4
1
,2

1
7

3
6
,2

4
4

1
3
2
,9

0
0

3
,2

1
3
,8

4
2

7
1
0
,4

4
4

2
,5

0
3
,3

9
8

7
,3

7
2

2
4
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）

2
2
2
,6

9
6

3
,3

1
2

3
,1

3
2

2
,1

3
9

2
7
4
,5

7
2

1
6
,0

4
6

2
5
8
,5

2
6

1
7
,7

5
8

2
5
(公
財
)徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

4
5
2
,2

8
0

0
  
  
  
  
 

-
0

2
3
9
,2

8
0

2
2
6
,2

4
9

1
3
,0

3
1

4
5
1
,6

0
7

2
6
(公
財
)徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー

1
4
,6

4
6

8
,7

3
2
  
  
  
  
 

-
0

7
0
9
,3

9
4

1
2
5

7
0
9
,2

6
9

　
　
　
　
　
　
合
　
　
　
　
計

8
,8

2
7
,5

7
8

6
1
5
,9

9
4

5
5
,7

5
7

3
6
1
,0

9
6

9
0
,4

6
5
,2

5
5

7
0
,0

8
8
,6

4
9

2
0
,3

7
6
,6

0
9

9
6
4
,8

1
9

2
,8

5
5
,2

4
8

1
9
,4

8
0
,0

8
2

3
7
,3

1
7
,5

8
0

5
9
6
,5

9
7

注
1
）
 (
公
社
)徳
島
県
林
業
公
社
の
負
債
合
計
は
、
県
か
ら
の
貸
付
金
残
高

8
,6

9
2
,3

9
1
千
円
の
他
に
、
県
へ
の
未
払
い
利
息

5
,2

5
3
,8

9
0
千
円
が
含
ま
れ
る
。

資
本
合
計
又

は
正
味
財
産

補
助
金

県
の
関
与
状
況

備
　
　
考

委
託
金

貸
付
金

残
  
高

損
失
補
償
契

約
に
係
る

債
務
残
高

債
務
保
証
契

約
に
係
る

債
務
残
高

N
o

団
　
　
体
　
　
名

正
味
財
産
増
減
計
算
書
（
損
益
計
算
書
Ｐ
Ｌ
）

貸
借
対
照
表
（
Ｂ
Ｓ
）

当
期
収
入
額

又
は
売
上
高

経
常
利
益

（
損
失
）
又
は

当
期
正
味
財

産
増
加
（
減

少
）
額

当
期
利
益

（
損
失
）

減
  
価

償
却
費

資
産
合
計

負
債
合
計

12



３
　

「
第

２
期

経
営

改
善

計
画

」
の

取
組

結
果

（
１

）
　

主
な

事
業

計
画
項
目
と
目
標
数
値
（
平
成
２
２
年
度
～

　
第
２
期
経
営
改
善
計
画
期
間
）

（
様

式
４

）

主
な
事
業
計
画
項
目
　
（
注
1
)

Ｈ
２

４
年

度
実

績
値

Ｈ
２

４
年

度
目

標
数

値

1
(
公

財
)
ｅ

－
と

く
し

ま
推

進
財

団
公

募
事

業
の

獲
得

、
会

費
収

入
の

拡
大

な
ど

自
主

財
源

の
確

保
受

託
事

業
 1

5
,3

7
2千

円
　

会
費

 6
,2

5
5千

円
受

託
事

業
 1

6
,0

0
0千

円
　

　
会

費
 3

,0
0
0千

円

2
(
公

財
)
徳

島
県

文
化

振
興

財
団

郷
土

文
化

会
館

、
文

学
書

道
館

の
利

用
者

の
確

保
、

文
化

事
業

の
充

実
年

間
利

用
者

数
 （

郷
文

）
3
5
.7

万
人

 （
文

学
書

道
館

）
4
.4

万
人

年
間

利
用

者
数

（
郷

文
）
3
6
万

人
（
文

学
書

道
館

）
5
万

人

3
(
一

財
)
徳

島
県

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

ス
ポ

ー
ツ

の
普

及
振

興
事

業
（
う

ち
新

規
事

業
）

4
0
事

業
（
う

ち
新

規
5
事

業
）

4
1
事

業
（
う

ち
新

規
2
～

5
事

業
）

4
(
一

財
)
徳

島
県

環
境

整
備

公
社

①
微

生
物

利
用

に
よ

る
処

分
場

の
水

質
保

全
　

②
環

境
学

習
・
教

育
へ

の
支

援
①

排
出

基
準

の
遵

守
　

②
5
件

　
4
5
人

①
排

出
基

準
の

遵
守

　
②

1
0
件

　
3
0
0
人

5
(
公

財
)
徳

島
県

福
祉

基
金

助
成

事
業

の
見

直
し

、
基

本
財

産
の

管
理

運
用

助
成

額
 1

2
,8

6
3
千

円
、

基
本

財
産

運
用

収
入

 1
4
,5

8
9
千

円
助

成
額

1
1
,0

0
0
千

円
（
公

募
制

導
入

）
、

基
本

財
産

運
用

収
入

1
4
,5

0
0
千

円

6
(
福

)
徳

島
県

社
会

福
祉

事
業

団
貸

会
議

室
の

利
用

促
進

、
各

種
講

座
（
自

主
事

業
）
の

開
催

貸
会

議
室

稼
働

率
3
3
.1

％
、

2
6
講

座
貸

会
議

室
稼

働
率

3
5
％

、
2
5
講

座

7
(
公

財
)
と

く
し

ま
移

植
医

療
推

進
財

団
一

般
県

民
向

け
の

普
及

啓
発

事
業

、
医

療
関

係
者

向
け

の
普

及
啓

発
事

業
一

般
県

民
向

け
普

及
啓

発
活

動
5
回

、
医

療
関

係
者

向
け

研
修

会
3
回

一
般

県
民

向
け

普
及

啓
発

活
動

5
回

、
医

療
関

係
者

向
け

研
修

会
4
回

8
(
公

財
)
と

く
し

ま
“

あ
い

”
ラ

ン
ド

推
進

協
議

会
地

域
福

祉
を

推
進

す
る

高
齢

者
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

シ
ル

バ
ー

大
学

校
卒

業
生

延
1
2
,0

6
0
人

, 
シ

ル
バ

ー
大

学
院

卒
業

生
延

1
,0

1
1
人

シ
ル

バ
ー

大
学

校
卒

業
生

延
1
2
,0

0
0
人

, 
シ

ル
バ

ー
大

学
院

卒
業

生
延

1
,0

0
0
人

9
(
公

財
)
と

く
し

ま
産

業
振

興
機

構
①

経
営

革
新

計
画

策
定

支
援

数
(累

計
)　

②
と

く
し

ま
経

済
飛

躍
フ

ァ
ン

ド
事

業
化

件
数

　
③

下
請

斡
旋

成
立

割
合

①
2
6
6
件

　
②

7
0
件

　
③

1
1
.7

％
①

2
6
0
件

　
②

4
4
件

　
③

8
.0

％

1
0

(
株

)
徳

島
健

康
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
施

設
支

援
事

業
に

お
け

る
入

居
率

の
向

上
入

居
率

 8
2
.8

％
入

居
率

 7
3
.7

％

1
1

徳
島

工
芸

村
(
株

)
経

営
健

全
化

経
常

利
益

 1
5
,8

6
9千

円
累

積
欠

損
金

の
縮

減

1
2

(
一

財
)
徳

島
県

観
光
協

会
経

営
健

全
化

、
観

光
振

興
事

業
に

よ
る

地
域

貢
献

指
定

管
理

料
収

入
（
ア

ス
テ

ィ
・
フ

レ
ア

）
 2

8
9
,3

3
0千

円
指

定
管

理
料

収
入

（
ア

ス
テ

ィ
・
フ

レ
ア

）
　

3
2
6
,9

9
6千

円

1
3

(
公

財
)
徳

島
県

国
際
交

流
協

会
相

談
、

情
報

提
供

等
の

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
受

け
た

外
国

人
数

の
増

加
を

図
る

相
談

等
の

人
数

 延
べ

2
,0

0
9人

相
談

等
の

人
数

4
,0

0
0人

1
4

(
株

）
コ

ー
ト

・
ベ

ー
ル

徳
島

１
年

会
員

制
度

や
県

民
感

謝
デ

ー
の

開
催

な
ど

に
よ

る
利

用
者

の
確

保
を

図
る

年
間

利
用

者
数

 4
6
,9

7
3
人

年
間

利
用

者
数

の
維

持
・
確

保

1
5

(
公

財
)
徳

島
県

農
業
開

発
公

社
農

地
売

買
等

事
業

に
よ

る
買

入
農

地
面

積
の

拡
大

買
入

農
地

面
積

 0
.7

ｈ
ａ
、

売
渡

農
地

面
積

 0
.6

h
a

買
入

農
地

面
積

6
ｈ

ａ
、

売
渡

農
地

面
積

6
h
a、

賃
貸

借
面

積
1
5
h
a、

作
業

受
託

2
0
h
a

1
6

(
公

財
)
徳

島
県

水
産
振

興
公

害
対

策
基

金
ニ

ー
ズ

に
的

確
に

対
応

し
た

種
苗

の
生

産
ア

ワ
ビ

大
型

（
3
0
m

m
）
種

苗
8
0
千

個
・
ア

ユ
短

期
継

代
魚

3
系

統
の

生
産

ア
ワ

ビ
大

型
（
3
0
m

m
）
種

苗
1
0
0
千

個

1
7

(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労

働
力

確
保

支
援

セ
ン

タ
ー

新
規

就
業

相
談

数
及

び
新

規
就

業
者

数
の

拡
大

新
規

就
業

相
談

 延
べ

1
,4

1
1
件

　
新

規
就

業
者

数
 延

べ
3
0
0
人

新
規

就
業

相
談

1
,6

0
0件

　
新

規
就

業
者

数
2
9
0
人

1
8

(
公

社
)
徳

島
県

林
業
公

社
①

分
収

造
林

契
約

の
変

更
②

公
庫

の
金

利
対

策
③

県
既

往
借

入
金

の
無

利
子

化
長

伐
期

・
分

収
割

合
の

変
更

状
況

 7
4
.0

%
全

国
ト

ッ
プ

の
変

更
率

　
8
2
.0

%

1
9

(
公

財
)
徳

島
県

建
設
技

術
セ

ン
タ

ー
退

職
者

不
補

充
等

に
よ

る
人

件
費

削
減

人
件

費
：
1
4
3
,7

0
9
千

円
人

件
費

：
1
8
3
,7

0
0
千

円

2
0

徳
島

県
土

地
開

発
公
社

県
以

外
か

ら
の

長
期

的
・
安

定
的

な
事

業
量

の
確

保
。

プ
ロ

パ
ー

職
員

の
退

職
者

不
補

充
。

事
業

収
益

 1
8
0
百

万
円

事
業

収
益

　
1
7
7
百

万
円

（
Ｈ

2
5
年

度
）

2
1

徳
島

県
住

宅
供

給
公
社

①
分

譲
事

業
の

販
売

促
進

、
②

県
営

住
宅

の
家

賃
徴

収
率

の
向

上
①

分
譲

地
 残

6
1
区

画
、

②
9
7
.6

4
%

①
分

譲
地

　
残

2
4
区

画
、

②
9
8
.0

％

2
2

阿
佐

海
岸

鉄
道

（
株
）

安
全

運
行

を
確

保
し

た
う

え
で

の
、

健
全

経
営

に
向

け
た

業
務

の
効

率
化

等
経

常
損

失
 6

3
,3

3
4
千

円
経

常
損

失
　

6
4
,0

0
3
千

円

2
3

徳
島

空
港

ビ
ル

（
株
）

空
港

利
用

者
の

確
保

年
間

利
用

者
数

　
8
3
万

人
年

間
利

用
者

数
　

1
0
1
万

人
（
Ｈ

２
７

年
）

2
4

徳
島

ハ
イ

ウ
ェ

イ
サ
ー

ビ
ス

（
株

）
健

全
経

営
の

確
保

当
期

純
利

益
 3

,1
3
2千

円
当

期
純

利
益

　
△

4
1
1
千

円
（
Ｈ

２
６

年
度

見
込

み
）

2
5

(
公

財
)
徳

島
県

埋
蔵
文

化
財

セ
ン

タ
ー

事
業

規
模

に
応

じ
た

発
掘

調
査

業
務

班
及

び
整

理
業

務
班

で
の

発
掘

調
査

等
の

実
施

調
査

業
務

6
班

、
整

理
業

務
2
班

調
査

業
務

１
班

、
整

理
業

務
５

班

2
6

(
公

財
)
徳

島
県

暴
力
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
不

当
要

求
防

止
責

任
者

講
習

受
講

者
数

の
年

間
目

標
の

維
持

年
間

5
9
3
人

（
2
0
か

ら
2
4
年

度
ま

で
の

5
年

平
均

　
6
8
7
人

）
年

間
7
5
0
名

注
1
)　

主
な

事
業

計
画

項
目

に
は

、
主

た
る

目
標

項
目

（
１

～
３

項
目

）
を

記
入

。

Ｎ
o

団
　

　
体

　
　
名

第
２

期
経

営
改

善
計

画
（
問

題
解

決
プ

ラ
ン

）
で

予
定

し
て

い
る

主
な

事
業

計
画

項
目

と
そ

の
数

値
目

標
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（
２
）
　
人
員
体
制
と
財
務
状
況
の
取
組
目
標
及
び
実
績
（
平
成
２
２
年
度
～
　
第
２
期
経
営
改
善
計
画
期
間
）

(様
式
１

)

職
員
数

補
助
金

補
助
金
の
う
ち

緊
急
経
済
雇
用
対

策
に
該
当
す
る
額

(
注
２
）

委
託
金

委
託
金
の
う
ち

緊
急
経
済
雇
用
対

策
に
該
当
す
る
額

(
注
２
）

貸
付
金
残
高

損
失
補
償
契
約
に

係
る
債
務
残
高

債
務
保
証
契
約
に

係
る
債
務
残
高

職
員
数

補
助
金

委
託
金

貸
付
金
残
高

損
失
補
償
契
約
に

係
る
債
務
残
高

債
務
保
証
契
約
に

係
る
債
務
残
高

1
(
公
財
)
ｅ
ー
と
く
し
ま
推
進
財
団

1
2

(
1
)
 

4
1
5
,
3
7
2

1
3

(
1
)

6
1
3
,
2
0
8

2
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

1
1

(
1
)
 

2
1

5
,
9
1
5

3
2
7
,
7
5
1

1
0

(
3
)

1
9

3
5
6
,
1
6
6

3
(
一
財
)
徳
島
県
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

1
2

(
3
)
 

1
8

3
7
7
,
1
3
8

1
0

(
3
)

1
9

3
7
5
,
3
9
9

4
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

1
7

(
1
)
 

1
2

1
8

(
2
)

1
5

5
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

1
1

(
0
)
 

0
1
1

(
0
)

0

6
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

8
(
1
)
 

5
8

3
1
,
4
9
5

3
1
4
,
1
6
8

8
(
1
)

4
9

2
4
6
,
9
5
7

7
(
財
)
と
く
し
ま
ﾉ
ｰ
ﾏ
ﾗ
ｲ
ｾ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
促
進
協
会

－
－

5
,
0
0
0

3
7
,
0
8
8

8
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

1
3

(
0
)
 

0
2
2

(
0
)

0

9
(
財
)
徳
島
県
総
合
健
診
セ
ン
タ
ー

－
－

2
,
0
0
0

4
1
,
6
7
1

1
0
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
推
進
協
議
会

1
7

(
2
)
 

5
1
1
1
,
7
3
2

1
2
,
6
1
9

3
,
0
3
3

1
7

(
2
)

2
9
9
,
7
0
0

1
7
,
0
0
0

1
1
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

1
4

(
2
)
 

2
1

6
5
3
,
4
0
2

4
0
,
9
7
8

1
2
,
7
4
8

1
0
,
7
0
4
,
8
7
7

3
2
,
9
1
2
,
1
8
2

1
5

(
2
)

1
9

5
8
7
,
5
2
2

7
0
,
9
5
0

1
1
,
5
2
9
,
0
4
6

3
7
,
9
7
3
,
7
0
5

1
2
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

1
8

(
2
)
 

4
2
5
,
2
0
8

1
5
,
2
2
8

1
8

(
2
)

5
1
,
9
0
0

3
,
2
3
0

1
3
徳
島
工
芸
村
(
株
)

8
(
0
)
 

0
1
7
,
3
7
4

8
(
0
)

0
1
7
,
3
7
4

1
4
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

1
7

(
2
)
 

9
1
9
,
1
8
5

3
3
9
,
9
1
9

2
,
8
2
6

1
8

(
2
)

1
1

1
7
,
8
5
2

3
7
6
,
8
4
5

1
5
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

1
4

(
2
)
 

1
5
6
0

4
3
,
8
0
8

5
7
,
1
7
0

1
4

(
2
)

1
2
,
7
4
5

3
5
,
2
7
9

5
7
,
1
7
0

1
6
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

7
(
2
)
 

5
5
,
3
5
0

7
(
2
)

1
0

5
,
3
5
0

1
7
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

8
(
1
)
 

0
5
,
6
0
4

8
,
2
7
0

7
,
1
0
2

1
1

(
1
)

0
6
,
8
5
0

3
0
,
8
1
0

2
0
,
0
0
0

1
8
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金

1
1

(
1
)
 

9
1
6
3
,
1
1
9

1
8

(
1
)

9
1
7
0
,
0
0
0

1
9
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー

1
0

(
0
)
 

0
1
,
1
7
2

2
2
,
2
4
0

1
0

(
0
)

0
1
,
4
0
0

7
,
0
0
0

2
0
(
公
社
)
徳
島
県
林
業
公
社

1
4

(
1
)
 

6
1
3
5
,
7
5
4

9
,
5
9
7

5
,
7
8
3

8
,
6
9
2
,
3
9
1

4
,
3
9
8
,
2
9
6

1
0

(
1
)

4
1
0
4
,
8
1
6

8
,
7
9
0
,
8
2
1

4
,
3
0
3
,
8
3
0

2
1
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

6
(
2
)
 

1
6

2
8
5
,
2
2
7

1
1

(
2
)

1
8

3
0
2
,
8
0
3

2
2
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

8
(
1
)
 

5
4
2
,
5
3
1

5
9
6
,
5
9
7

8
(
1
)

9
5
3
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

2
3
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

7
(
3
)
 

4
3
5
3
,
4
8
6

1
1
,
0
5
7

8
(
2
)

4
3
7
9
,
9
7
8

2
4
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

1
0

(
1
)
 

1
0

1
1

(
1
)

1
0

1
7
,
0
6
7

2
5
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

1
5

(
3
)
 

9
7
,
3
7
2

1
4

(
2
)

6

2
6
徳
島
ﾊ
ｲ
ｳ
ｪ
ｲ
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞ
ｽ
（
株
）

1
0

(
2
)
 

3
0

1
7
,
7
5
8

9
(
2
)

3
2

1
6
,
2
1
7

2
7
(
財
)
徳
島
県
企
業
公
社

－
－

2
8
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

1
2

(
2
)
 

1
6

4
5
1
,
6
0
7

1
2

(
2
)

1
2

2
1
1
,
8
0
3

2
9
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー

1
5

(
1
)
 

0
1
8

(
1
)

3
0
5

(
3
7
)
 

2
6
3

9
6
4
,
8
1
9

0
2
,
8
5
5
,
2
4
8

5
0
,
6
7
5

1
9
,
4
8
0
,
0
8
2

3
7
,
3
1
7
,
5
8
0

5
9
6
,
5
9
7

3
2
9

(
3
8
)

2
6
0

8
4
6
,
8
5
2

2
,
7
1
9
,
9
4
4

2
0
,
4
2
5
,
2
2
1

4
2
,
2
9
7
,
5
3
5

1
,
0
0
0
,
0
0
0

（
注
１
）
役
員
欄
は
役
員
総
数
で
あ
り
、
評
議
員
は
含
め
な
い
。
（
　
）
内
書
き
は
常
勤
の
役
員
数
。
職
員
欄
は
常
勤
正
職
員
数
を
記
入
。
平
成

2
4
年
度
末
は

H
2
5
.
4
.
1
の
数
値
。

（
注
２
）
補
助
金
・
委
託
金
の
う
ち
、
緊
急
経
済
雇
用
対
策
と
し
て
県
を
経
由
し
て
支
出
さ
れ
た
額
を
記
載
。

（
注
３
）

 
(
公
社
)
徳
島
県
林
業
公
社
の
貸
付
金
残
高

8
,
6
9
2
,
3
9
1
千
円
は
、
県
か
ら
の
借
入
金
で
あ
り
、
県
へ
の
未
払
い
利
息

5
,
2
5
3
,
8
9
0
千
円
は
含
ん
で
い
な
い
。

－ － －
－－－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
財

務
状

況
（
県

の
支

援
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
単
位
：
千
円

）

合
計

役
員
数

役
員
数

Ｎ
o

団
　
　
体
　
　
名

人
員
体
制
　
（
注
１
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
財

務
状

況
（
県

の
支

援
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
単
位
：
千
円

H
2
4
年
度
末

人
員
体
制
　
（
注
１
）

問
題
解
決
プ
ラ
ン
終
了
時
点
（
H

2
4
年
度
末
）
の
取
組
目
標
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４
　
「
第

３
期

経
営

改
善

計
画

」
に
つ
い
て

（
１

）
　
経
営
改
善
計
画
の
名
称
と
計
画
推
進
期
間

計
　
　
　
画

　
　
　
名
　
　
　
称

策
定
年
月

計
画
年
数

推
進
期
間

1
政

策
創

造
部

地
域

創
造

課
(
公

財
)
e
-と

く
し

ま
推

進
財

団
　

(
公

財
)
ｅ

－
と

く
し

ま
推

進
財

団
経

営
改

善
計

画
平

成
2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

2
県

民
環

境
部

と
く

し
ま

文
化

振
興

課
(
公

財
)
徳

島
県

文
化

振
興

財
団

(
公

財
)
徳

島
県

文
化

振
興

財
団

中
期

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

3
県

民
環

境
部

県
民

ス
ポ

ー
ツ

課
(
一

財
)
徳

島
県

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

※
県
関
与
の
縮
小
（
平
成
2
5
年
4
月
 
県

出
捐

金
相

当
額

を
県

に
寄

附
）

に
よ

り
対

象
外

4
県

民
環

境
部

環
境

整
備

課
(
一

財
)
徳

島
県

環
境

整
備

公
社

(
一

財
)
徳

島
県

環
境

整
備

公
社

第
三

次
経

営
改

善
計

画
平

成
2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

5
保

健
福

祉
部

地
域

福
祉

課
(
公

財
)
徳

島
県

福
祉

基
金

(
公

財
)
徳

島
県

福
祉

基
金

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

6
保

健
福

祉
部

地
域

福
祉

課
(
福

)
徳

島
県

社
会

福
祉

事
業

団
(
福

)
徳

島
県

社
会

福
祉

事
業

団
経

営
改

善
計

画
平

成
2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

7
保

健
福

祉
部

医
療

政
策

課
(
公

財
)
と

く
し

ま
移

植
医

療
推

進
財

団
(
公

財
)
と

く
し

ま
移

植
医

療
推
進

財
団

問
題

解
決

プ
ラ

ン
（

第
３

期
）

平
成

2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

8
保

健
福

祉
部

長
寿

保
険

課
(
公

財
)
と

く
し

ま
“

あ
い

”
ラ

ン
ド

推
進

協
議

会
(
公

財
)
と

く
し

ま
“

あ
い

”
ラ

ン
ド

推
進

協
議

会
第

２
期

運
営

改
善

プ
ラ

ン
平

成
2
1
年

3
月

５
年

間
平

成
2
1
～

2
5
年

度

9
商

工
労

働
部

商
工

政
策

課
(
公

財
)
と

く
し

ま
産

業
振

興
機

構
(
公

財
)
と

く
し

ま
産

業
振

興
機

構
経

営
改

善
計

画
（

Ⅲ
期

）
平

成
2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
0

商
工

労
働

部
商

工
政

策
課

(
株

)
徳

島
健

康
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
(
株

)
徳

島
健

康
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
経

営
改

善
計

画
平

成
2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
1

商
工

労
働

部
観

光
政

策
課

徳
島

工
芸

村
(
株

)
徳

島
工

芸
村

(
株

)
第

３
次

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
2

商
工

労
働

部
観

光
政

策
課

(
一

財
)
徳

島
県

観
光

協
会

(
一

財
)
徳

島
県

観
光

協
会

経
営

健
全

化
計

画
平

成
2
4
年

3
月

３
年

間
平

成
2
4
～

2
6
年

度

1
3

商
工

労
働

部
国

際
戦

略
課

(
公

財
)
徳

島
県

国
際

交
流

協
会

(
公

財
)
徳

島
県

国
際

交
流

協
会

第
３

期
経

営
計

画
平

成
2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
4

商
工

労
働

部
に

ぎ
わ

い
づ

く
り

課
(
株

）
コ

ー
ト

・
ベ

ー
ル

徳
島

(
株

）
コ

ー
ト

・
ベ

ー
ル

徳
島

ゴ
ル

フ
ク

ラ
ブ

経
営

見
通

し
平

成
2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
5

農
林

水
産

部
経

営
推

進
課

(
公

財
)
徳

島
県

農
業

開
発

公
社

(
公

財
)
徳

島
県

農
業

開
発

公
社

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
6

農
林

水
産

部
水

産
課

(
公

財
)
徳

島
県

水
産

振
興

公
害

対
策

基
金

(
公

財
)
徳

島
県

水
産

振
興

公
害

対
策

基
金

問
題

解
決

プ
ラ

ン
平

成
2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
7

農
林

水
産

部
林

業
戦

略
課

(
公

財
)
徳

島
県

林
業

労
働

力
確

保
支

援
セ

ン
タ

ー
(
公

財
)
徳

島
県

林
業

労
働

力
確

保
支

援
セ

ン
タ

ー
第

３
期

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

1
8

農
林

水
産

部
林

業
戦

略
課

(
公

社
)
徳

島
県

林
業

公
社

(
公

社
)
徳

島
県

林
業

公
社

経
営

改
善

計
画

(
第

２
期

)
問

題
解

決
プ

ラ
ン

平
成

2
4
年

5
月

９
年

間
平

成
2
4
～

3
2
年

度

1
9

県
土

整
備

部
県

土
整

備
政

策
課

(
公

財
)
徳

島
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

(
公

財
)
徳

島
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

経
営

改
善

計
画

（
第

三
次

）
平

成
2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

2
0

県
土

整
備

部
用

地
対

策
課

徳
島

県
土

地
開

発
公

社
徳

島
県

土
地

開
発

公
社

第
二

期
経

営
改

善
計

画
平

成
2
1
年

2
月

５
年

間
平

成
2
1
～

2
5
年

度

2
1

県
土

整
備

部
住

宅
課

徳
島

県
住

宅
供

給
公

社
徳

島
県

住
宅

供
給

公
社

経
営

改
善

計
画

（
第

二
次

）
平

成
2
2
年

5
月

５
年

間
平

成
2
2
～

2
6
年

度

2
2

県
土

整
備

部
交

通
戦

略
課

阿
佐

海
岸

鉄
道

（
株

）
阿

佐
海

岸
鉄

道
（

株
）

新
経

営
計

画
平

成
2
4
年

3
月

５
年

間
平

成
2
4
～

2
8
年

度

2
3

県
土

整
備

部
交

通
戦

略
課

徳
島

空
港

ビ
ル

（
株

）
徳

島
空

港
ビ

ル
（

株
）

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

3
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

2
4

県
土

整
備

部
交

通
戦

略
課

徳
島

ハ
イ

ウ
ェ

イ
サ

ー
ビ

ス
（

株
）

徳
島

ハ
イ

ウ
ェ

イ
サ

ー
ビ

ス
（

株
）

経
営

改
善

計
画

（
第

二
次

）
平

成
2
0
年

1
2
月

６
年

間
平

成
2
1
～

2
6
年

度

2
5

教
育

委
員

会
教

育
文

化
政

策
課

(
公

財
)
徳

島
県

埋
蔵

文
化

財
セ

ン
タ

ー
(
公

財
)
徳

島
県

埋
蔵

文
化

財
セ

ン
タ

ー
運

営
改

善
計

画
平

成
2
5
年

6
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

2
6

警
察

本
部

警
察

本
部

(
公

財
)
徳

島
県

暴
力

追
放

県
民

セ
ン

タ
ー

(
公

財
)
徳

島
県

暴
力

追
放

県
民

セ
ン

タ
ー

経
営

改
善

計
画

平
成

2
5
年

5
月

３
年

間
平

成
2
5
～

2
7
年

度

経
営

改
善

計
画

（
問

題
解

決
プ
ラ
ン
）
の

名
称

・
策

定
年

月
・
計

画
年

数
等

Ｎ
o

団
　
　
体
　
　
名

部
　
名

所
 
属
 
名
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（
２

）
　

主
な

事
業

計
画
項
目
と
目
標
数
値
（
平
成
２
５
年
度
～
　
第
３
期
経
営
改
善
計
画
期
間
）

（
様

式
４

）

主
な
事
業
計
画
項
目
　
（
注
1
)

Ｈ
２

４
年

度
実

績
値

Ｈ
２

７
年

度
目

標
数

値

1
(
公

財
)
ｅ

－
と

く
し

ま
推

進
財

団
公

募
事

業
の

獲
得

、
会

費
収

入
の

拡
大

な
ど

自
主

財
源

の
確

保
受

託
事

業
 1

5
,3

7
2千

円
　

会
費

 6
,2

5
5千

円
受

託
事

業
 1

4
,0

0
0千

円
　

会
費

 7
,0

0
0千

円

2
(
公

財
)
徳

島
県

文
化

振
興

財
団

郷
土

文
化

会
館

、
文

学
書

道
館

の
利

用
者

の
確

保
、

文
化

事
業

の
充

実
年

間
利

用
者

数
 （

郷
文

）
3
5
.7

万
人

 （
文

学
書

道
館

）
4
.4

万
人

年
間

利
用

者
数

 （
郷

文
）
3
6
.7

万
人

 （
文

学
書

道
館

）
4
.6

万
人

3
(
一

財
)
徳

島
県

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

　
－

　
－

　
－

4
(
一

財
)
徳

島
県

環
境

整
備

公
社

①
沖

洲
処

分
場

の
早

期
安

定
化

の
推

進
②

廃
棄

物
適

正
処

理
推

進
事

業
の

推
進

①
沖

洲
処

分
場

水
処

理
シ

ス
テ

ム
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

更
新

②
0
件

①
廃

止
基

準
を

踏
ま

え
た

安
定

化
に

取
り

組
む

②
事

業
の

利
用

拡
大

を
図

る

5
(
公

財
)
徳

島
県

福
祉

基
金

助
成

事
業

の
見

直
し

、
基

本
財

産
の

管
理

運
用

助
成

額
 1

2
,8

6
3
千

円
、

基
本

財
産

運
用

収
入

 1
4
,5

8
9
千

円
安

全
か

つ
安

定
し

た
基

金
の

管
理

運
用

に
よ

り
、

基
本

財
産

運
用

収
入

を
確

保

6
(
福

)
徳

島
県

社
会

福
祉

事
業

団
「
あ

さ
ひ

学
園

」
等

社
会

福
祉

事
業

の
経

営
、

指
定

管
理

等
公

益
事

業
の

実
施

「
あ

さ
ひ

学
園

」
の

徳
島

県
か

ら
の

移
譲

資
金

収
支

の
黒

字
基

調
の

維
持

7
(
公

財
)
と

く
し

ま
移

植
医

療
推

進
財

団
事

業
実

施
の

た
め

の
収

入
の

確
保

経
常

収
益

 3
1
5
千

円
経

常
収

益
 1

,1
1
1
千

円

8
(
公

財
)
と

く
し

ま
“

あ
い

”
ラ

ン
ド

推
進

協
議

会
地

域
福

祉
を

推
進

す
る

高
齢

者
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

シ
ル

バ
ー

大
学

校
卒

業
生

延
1
2
,0

6
0
人

, 
シ

ル
バ

ー
大

学
院

卒
業

生
延

1
,0

1
1
人

地
域

で
の

高
齢

者
リ

ー
ダ

ー
の

育
成

(H
2
5
年

度
)

9
(
公

財
)
と

く
し

ま
産

業
振

興
機

構
①

創
業

支
援

認
定

件
数

　
②

と
く
し

ま
経

済
飛

躍
フ

ァ
ン

ド
事

業
化

件
数

　
③

下
請

斡
旋

成
立

割
合

①
7
8
件

　
②

7
0
件

　
③

1
1
.7

％
①

1
5
0
件

　
②

1
1
1
件

　
③

1
3
.0

％

1
0

(
株

)
徳

島
健

康
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
施

設
支

援
事

業
に

お
け

る
入

居
率

の
向

上
入

居
率

 8
2
.8

％
入

居
率

 8
8
.9

％

1
1

徳
島

工
芸

村
(
株

)
経

営
健

全
化

経
常

利
益

 1
5
,8

6
9
千

円
経

常
利

益
 1

5
,2

7
5
千

円

1
2

(
一

財
)
徳

島
県

観
光
協

会
経

営
健

全
化

、
観

光
振

興
事

業
に

よ
る

地
域

貢
献

自
主

財
源

の
確

保
（
賛

助
会

員
収

入
、

広
告

料
収

入
）
1
1
,4

8
3
千

円
自

主
財

源
の

確
保

（
賛

助
会

員
収

入
、

広
告

料
収

入
）
1
2
,1

6
1
千

円

1
3

(
公

財
)
徳

島
県

国
際
交

流
協

会
①

財
産

運
用

収
入

、
賛

助
会

費
、

寄
付

金
の

額
　

②
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

た
外

国
人

の
数

①
5
,8

8
0
千

円
　

②
延

べ
2
,0

0
9人

①
6
,8

0
0千

円
　

②
延

べ
2
,2

0
0人

1
4

(
株

）
コ

ー
ト

・
ベ

ー
ル

徳
島

１
年

会
員

制
度

や
県

民
感

謝
デ

ー
の

開
催

な
ど

に
よ

る
利

用
者

の
確

保
を

図
る

年
間

利
用

者
数

 4
6
,9

7
3
人

年
間

利
用

者
数

 4
4
,3

0
0
人

1
5

(
公

財
)
徳

島
県

農
業
開

発
公

社
農

地
売

買
等

事
業

に
よ

る
買

入
農

地
面

積
の

拡
大

買
入

農
地

面
積

 0
.7

ｈ
ａ
、

売
渡

農
地

面
積

 0
.6

h
a

買
入

農
地

面
積

 2
.0

ｈ
ａ
、

売
渡

農
地

面
積

 2
.0

h
a

1
6

(
公

財
)
徳

島
県

水
産
振

興
公

害
対

策
基

金
ニ

ー
ズ

に
的

確
に

対
応

し
た

種
苗

の
生

産
ア

ワ
ビ

大
型

（
3
0
m

m
）
種

苗
8
0
千

個
・
ア

ユ
短

期
継

代
魚

3
系

統
の

生
産

ア
ワ

ビ
大

型
（
3
0
m

m
）
種

苗
1
0
0
千

個
・
ア

ユ
短

期
継

代
魚

3
系

統
の

生
産

1
7

(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労

働
力

確
保

支
援

セ
ン

タ
ー

新
規

就
業

相
談

数
及

び
新

規
就

業
者

数
の

拡
大

新
規

就
業

相
談

 延
べ

1
,4

1
1
件

　
新

規
就

業
者

数
 延

べ
3
0
0
人

新
規

就
業

相
談

 延
べ

1
,6

0
0
件

　
新

規
就

業
者

数
 延

べ
3
6
0
人

1
8

(
公

社
)
徳

島
県

林
業
公

社
①

分
収

造
林

契
約

の
変

更
②

受
託

事
業

の
展

開
③

公
社

有
林

化
①

契
約

件
数

の
7
4
%
　

②
受

託
管

理
1
,1

0
5
h
a　

③
森

林
取

得
4
2
0
h
a

①
8
2
%
変

更
実

施
　

②
受

託
管

理
6
3
8
h
a増

③
森

林
取

得
2
5
0
h
a増

、
分

収
林

取
得

6
0
0
h
a

1
9

(
公

財
)
徳

島
県

建
設
技

術
セ

ン
タ

ー
退

職
者

不
補

充
等

に
よ

る
人

員
削

減
常

勤
職

員
（
再

雇
用

除
く
）
 1

6
人

常
勤

職
員

（
再

雇
用

除
く
）
 1

2
人

2
0

徳
島

県
土

地
開

発
公
社

県
以

外
か

ら
の

長
期

的
・
安

定
的

な
事

業
量

の
確

保
、

プ
ロ

パ
ー

職
員

の
退

職
者

不
補

充
事

業
収

益
 1

8
0
百

万
円

事
業

収
益

 3
9
2
百

万
円

2
1

徳
島

県
住

宅
供

給
公
社

①
分

譲
事

業
の

販
売

促
進

、
②

県
営

住
宅

の
家

賃
徴

収
率

の
向

上
①

分
譲

地
 残

6
1
区

画
、

②
9
7
.6

4
%

①
分

譲
地

 残
0
区

画
、

②
全

国
平

均
以

上

2
2

阿
佐

海
岸

鉄
道

（
株
）

安
全

運
行

等
の

費
用

を
確

保
し

た
う

え
で

の
営

業
費

用
の

削
減

営
業

費
用

 8
1
,1

7
0千

円
営

業
費

用
 8

6
,0

0
0千

円

2
3

徳
島

空
港

ビ
ル

（
株
）

事
業

拡
大

に
よ

る
利

益
確

保
売

上
高

 4
8
1
,4

0
1
千

円
売

上
高

 5
3
5
,0

0
0
千

円

2
4

徳
島

ハ
イ

ウ
ェ

イ
サ
ー

ビ
ス

（
株

）
健

全
経

営
の

確
保

当
期

純
利

益
 3

,1
3
2千

円
当

期
純

利
益

　
3
,0

0
0千

円
（
H

2
6
年

度
）

2
5

(
公

財
)
徳

島
県

埋
蔵
文

化
財

セ
ン

タ
ー

事
業

規
模

に
応

じ
た

発
掘

調
査

業
務

班
及

び
整

理
業

務
班

で
の

発
掘

調
査

等
の

実
施

調
査

業
務

6
班

、
整

理
業

務
2
班

調
査

業
務

3
班

、
整

理
業

務
4
班

2
6

(
公

財
)
徳

島
県

暴
力
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
不

当
要

求
防

止
責

任
者

講
習

受
講

者
数

の
年

間
目

標
の

維
持

年
間

5
9
3
人

（
2
0
か

ら
2
4
年

度
ま

で
の

5
年

平
均

　
6
8
7
人

）
年

間
7
5
0
人

注
1
)　

主
な

事
業

計
画

項
目

に
は

、
主

た
る

目
標

項
目

（
１

～
３

項
目

）
を

記
入

。

Ｎ
o

団
　

　
体

　
　
名

第
３

期
経

営
改

善
計

画
（
問

題
解

決
プ

ラ
ン

）
で

予
定

し
て

い
る

主
な

事
業

計
画

項
目

と
そ

の
数

値
目

標
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（
３
）
　
人
員
体
制
と
財
務
状
況
の
取
組
目
標
（
平
成
２
５
年
度
～
　
第
３
期
経
営
改
善
計
画
期
間
）

(様
式
１

)

職
員
数

補
助
金

補
助
金
の
う
ち

緊
急
経
済
雇
用
対

策
に
該
当
す
る
額

（
注
２
）

委
託
金

委
託
金
の
う
ち

緊
急
経
済
雇
用
対

策
に
該
当
す
る
額

（
注
２
）

貸
付
金
残
高

損
失
補
償
契
約
に
係

る
債
務
残
高

債
務
保
証
契
約

に
係
る
債
務
残

高
職
員
数

補
助
金

委
託
金

貸
付
金
残
高

損
失
補
償
契
約
に

係
る
債
務
残
高

債
務
保
証
契
約
に

係
る
債
務
残
高

1
(
公
財
)
ｅ
ー
と
く
し
ま
推
進
財
団

1
2

(
1
)

4
1
5
,
3
7
2

1
2

(
1
)

4
1
4
,
0
0
0

2
(
公
財
)
徳
島
県
文
化
振
興
財
団

1
1

(
1
)

2
1

5
,
9
1
5

3
2
7
,
7
5
1

1
1

(
1
)

2
1

3
2
8
,
2
2
0

3
(
一
財
)
徳
島
県
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

1
2

(
3
)
 

1
8

3
7
7
,
1
3
8

－
－

－
－

－
－

4
(
一
財
)
徳
島
県
環
境
整
備
公
社

1
7

(
1
)

1
2

1
7

(
1
)

1
2

5
(
公
財
)
徳
島
県
福
祉
基
金

1
1

(
0
)

0
1
1

(
0
)

0

6
(
福
)
徳
島
県
社
会
福
祉
事
業
団

8
(
1
)
 

5
8

3
1
,
4
9
5

3
1
4
,
1
6
8

8
(
1
)
 

6
0

2
5
,
3
9
8

2
2
7
,
6
2
4

7
(
公
財
)
と
く
し
ま
移
植
医
療
推
進
財
団

1
3

(
0
)

0
1
3

(
0
)

0

8
(
公
財
)
と
く
し
ま
“
あ
い
”
ラ
ン
ド
推
進
協
議
会

1
7

(
2
)

5
1
1
1
,
7
3
2

1
2
,
6
1
9

3
,
0
3
3

1
7

(
2
)

2
1
1
6
,
5
0
0

9
,
7
0
0

9
(
公
財
)
と
く
し
ま
産
業
振
興
機
構

1
4

(
2
)

2
1

6
5
3
,
4
0
2

4
0
,
9
7
8

1
2
,
7
4
8

1
0
,
7
0
4
,
8
7
7

3
2
,
9
1
2
,
1
8
2

1
4

(
2
)

1
8

6
1
0
,
3
2
1

2
1
,
7
6
1

1
0
,
3
9
1
,
4
2
1

3
2
,
8
8
4
,
3
9
9

1
0
(
株
)
徳
島
健
康
科
学
総
合
セ
ン
タ
ー

1
8

(
2
)
 

4
2
5
,
2
0
8

1
5
,
2
2
8

1
8

(
2
)
 

4
1
0
,
0
0
0

1
1
徳
島
工
芸
村
(
株
)

8
(
0
)

0
1
7
,
3
7
4

8
(
0
)

0

1
2
(
一
財
)
徳
島
県
観
光
協
会

1
7

(
2
)

9
1
9
,
1
8
5

3
3
9
,
9
1
9

2
,
8
2
6

1
7

(
2
)

9
1
9
,
0
5
0

3
4
1
,
3
7
1

1
3
(
公
財
)
徳
島
県
国
際
交
流
協
会

1
4

(
2
)

1
5
6
0

4
3
,
8
0
8

5
7
,
1
7
0

1
4

(
2
)

1
4
4
,
0
0
0

4
5
,
5
5
0

1
4
(
株
）
コ
ー
ト
・
ベ
ー
ル
徳
島

7
(
2
)

5
5
,
3
5
0

7
(
2
)

5
5
,
3
5
0

1
5
(
公
財
)
徳
島
県
農
業
開
発
公
社

8
(
1
)

0
5
,
6
0
4

8
,
2
7
0

7
,
1
0
2

8
(
1
)

0
5
,
6
0
0

5
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
6
(
公
財
)
徳
島
県
水
産
振
興
公
害
対
策
基
金

1
1

(
1
)

9
1
6
3
,
1
1
9

1
1

(
1
)

6
1
5
5
,
0
0
0

1
7
(
公
財
)
徳
島
県
林
業
労
働
力
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー

1
0

(
0
)

0
1
,
1
7
2

2
2
,
2
4
0

1
0

(
0
)

0
1
,
0
0
0

1
5
,
2
0
0

1
8
(
公
社
)
徳
島
県
林
業
公
社

1
4

(
1
)

6
1
3
5
,
7
5
4

9
,
5
9
7

5
,
7
8
3

8
,
6
9
2
,
3
9
1

4
,
3
9
8
,
2
9
6

1
4

(
1
)

5
1
3
5
,
2
0
0

2
0
,
0
0
0

9
,
0
2
3
,
3
4
2

4
,
5
2
7
,
0
8
9

1
9
(
公
財
)
徳
島
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー

6
(
2
)

1
6

2
8
5
,
2
2
7

6
(
2
)

1
5

4
5
2
,
4
0
0

2
0
徳
島
県
土
地
開
発
公
社

8
(
1
)

5
4
2
,
5
3
1

5
9
6
,
5
9
7

9
(
1
)

4
4
9
,
1
7
5

2
1
徳
島
県
住
宅
供
給
公
社

7
(
3
)

4
3
5
3
,
4
8
6

1
1
,
0
5
7

8
(
2
)

4
3
4
2
,
4
2
9

2
2
阿
佐
海
岸
鉄
道
（
株
）

1
0

(
1
)

1
0

1
0

(
1
)

1
0

2
3
徳
島
空
港
ビ
ル
（
株
）

1
5

(
3
)

9
7
,
3
7
2

1
5

(
3
)

8

2
4
徳
島
ハ
イ
ウ
ェ
イ
サ
ー
ビ
ス
（
株
）

1
0

(
2
)

3
0

1
7
,
7
5
8

1
0

(
2
)

2
6

1
7
,
7
5
8

2
5
(
公
財
)
徳
島
県
埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

1
2

(
2
)

1
6

4
5
1
,
6
0
7

1
2

(
2
)

1
3

3
5
3
,
7
8
2

2
6
(
公
財
)
徳
島
県
暴
力
追
放
県
民
セ
ン
タ
ー

1
5

(
1
)

0
1
5

(
1
)

0

3
0
5

(
3
7
)

2
6
3

9
6
4
,
8
1
9

0
2
,
8
5
5
,
2
4
8

5
0
,
6
7
5

1
9
,
4
8
0
,
0
8
2

3
7
,
3
1
7
,
5
8
0

5
9
6
,
5
9
7

2
9
5

(
3
2
)

2
2
7

9
1
3
,
0
6
9

2
,
4
0
7
,
7
7
0

1
9
,
4
6
5
,
3
1
3

3
7
,
4
2
1
,
4
8
8

0

（
注
１
）
役
員
欄
は
役
員
総
数
で
あ
り
、
評
議
員
は
含
め
な
い
。
（
　
）
内
書
き
は
常
勤
の
役
員
数
。
職
員
欄
は
常
勤
正
職
員
数
を
記
載
。
平
成

2
4
年
度
末
は

H
2
5
.
4
.
1
、
平
成

2
7
年
度
末
は

H
2
8
.
4
.
1
の
数
値
。

（
注
２
）
補
助
金
・
委
託
金
の
う
ち
、
緊
急
経
済
雇
用
対
策
と
し
て
県
を
経
由
し
て
支
出
さ
れ
た
額
を
記
載
。

（
注
３
）

 
(
公
社
)
徳
島
県
林
業
公
社
の
貸
付
金
残
高

8
,
6
9
2
,
3
9
1
千
円
は
、
県
か
ら
の
借
入
金
で
あ
り
、
県
へ
の
未
払
い
利
息

5
,
2
5
3
,
8
9
0
千
円
は
含
ん
で
い
な
い
。

－

Ｎ
o

団
　
　
体
　
　
名

合
計

役
員
数

第
３
期
経
営
改
善
計
画
終
了
時
点
（
H

2
7
年
度
末
）
の
取
組
目
標

人
員
体

制
　
（
注

１
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
財

務
状

況
（
県

の
支

援
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
単
位
：
千
円
）

役
員
数

H
2
4
年
度
末

人
員
体

制
　
（
注

１
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
財

務
状

況
（
県

の
支

援
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
単

位
：
千

円
）
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（
４
）
　
公
益
法
人
制
度
改
革
　
（
平
成
２
５
年
度
～
　

第
３
期
経
営
改
善
計
画
期
間
）

（
様

式
２

）

公
益

一
般

そ
の

他
H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

1
（

公
財

）
ｅ

－
と

く
し

ま
推

進
財

団
○

○

2
（

公
財

）
徳

島
県

文
化

振
興

財
団

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

3
（

一
財

）
徳

島
県

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

4
（

一
財

）
徳

島
県

環
境

整
備

公
社

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

5
（

公
財

）
徳

島
県

福
祉

基
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

6
（

公
財

）
と

く
し

ま
移

植
医

療
推

進
財

団
○

○
平

成
2
5
年

4
月

1
日

移
行

7
（

公
財

）
と

く
し

ま
“

あ
い

”
ラ

ン
ド

推
進

協
議

会
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

8
（

公
財

）
と

く
し

ま
産

業
振

興
機

構
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

9
（

一
財

）
徳

島
県

観
光

協
会

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
0

（
公

財
）

徳
島

県
国

際
交

流
協

会
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
1

（
公

財
）

徳
島

県
農

業
開

発
公

社
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
2

（
公

財
）

徳
島

県
水

産
振

興
公

害
対

策
基

金
○

○
平

成
2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
3

（
公

財
）

徳
島

県
林

業
労

働
力

確
保

支
援

セ
ン

タ
ー

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
4

(
公

社
)

徳
島

県
林

業
公

社
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○
○

平
成

2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
5

（
公

財
）

徳
島

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
○

○
平

成
2
5
年

4
月

1
日

移
行

1
6

(
公

財
)

徳
島

県
埋

蔵
文

化
財

セ
ン

タ
ー

○
○

1
7

(
公

財
)

徳
島

県
暴

力
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
○

○

1
4

3
0

0
2

3
1

1
1

8
2
%

1
8
%

0
%

0
%

1
2
%

1
8
%

6
%

6
5
%

移
　

行
　

年
　

度
備

　
考

計
　

（
 
団

 
体

 数
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（５）外郭団体の「第３期経営改善計画（問題解決プラン）」の概要

団 体 名 公益財団法人 ｅ－とくしま推進財団

ｅ－とくしま推進プランを積極的に推進していくための中核組織であり、セ
ミナーや講演会による普及啓発をはじめ、産学官協働に向けたコーディネート

事 業 概 要 や調査研究などの各種事業を展開し、徳島県の情報化を推進している。

「公益財団法人ｅ－とくしま推進財団 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

・更なる経営改善を行う。
見直しの方向性 ・公益財団法人の維持に努める。

公益財団法人として維持できるよう事業の見直しや人材確保、事業経費の縮
減、会費収入の拡大に努める。

社会情勢に応じて事業内容を見直すとともに、賛助会員のノウハウなどを活
事業計画の見直し 用しながら、効率的で効果的に地域情報化を推進する。
内容

少数の職員で、広範囲な業務を処理しているが、地域情報化の推進には、高
い専門性を有する人材が不可欠であり、職員の派遣を民間事業者等へ引き続き

組織・人員等の 要請するなど、組織体制の維持強化を図る。
見直し内容

一層の経費縮減と会費収入の拡大により財務状況の改善を図る。また、民間
から幅広く資金を集めるとともに、賛助会員等の協力を得ながら効率的な事業

財務状況の見直し 実施に努める。
内容 また収益事業の実施も含めて財務基盤の安定化に向けた検討を行う。

設立当初から、役員等の名簿、事業計画、事業実績報告、決算書等を、ホー
ムページを通じて広く情報を開示している。また、情報公開規程の適正な運用

情報公開等の取組 に努める。個人情報保護については 「情報セキュリティポリシー」を定めて、
み おり、その運用に万全を期すとともに、適宜見直しを図る。

公益財団法人として５０％以上の公益目的事業費率を確保するなど公益認定
公益法人制度改革 基準を遵守し、制度移行後の法人維持のために事業内容、財務内容、組織等に
への対応 ついて適宜見直しを行う。

その他
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団 体 名 公益財団法人 徳島県文化振興財団

○あわぎんホールにおける阿波人形浄瑠璃フェスティバルやサロンコンサー
ト、Tokushima Musician ś Fesなど、徳島県の伝統文化をはじめ、国内

事 業 概 要 外の優れた芸術文化を鑑賞する機会を提供するための各種舞台芸術公演事業
○県民の文化創造や振興活動を支援するための助成事業及び各種顕彰事業
○郷土文化講座や小学校出前人形浄瑠璃公演など県民に本県の伝統文化や歴史
を学ぶ機会を提供するとともに、後継者の育成を支援する事業
○文学書道館における展示や各種講座の開催等により、県民に文学や書道につ
いて学ぶ機会の提供や、関係資料の収集・調査事業及び展示事業
○阿波十郎兵衛屋敷における人形浄瑠璃の定期上演、人形浄瑠璃まつり、義太
夫鑑賞会等の開催など、本県の伝統芸能である阿波人形浄瑠璃の振興と県内外
の文化・観光交流促進事業

「公益財団法人徳島県文化振興財団 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

引き続き組織のスリム化や経営改善努力を行い、管理経費の削減に取り組む
見直しの方向性 とともに、国の補助金等を活用し、自主企画事業の充実に努める。

専門性及びサービスの向上に向けた取組を行う。

自主事業の実施に関しては、３館それぞれが持つ機能を充分活用するととも
事業計画の見直し に、外部有識者の幅広い意見を取り入れ、時代の要請や県民ニーズにあった事
内容 業を構築する。

県や公立文化施設との連携を強化し、地域の文化資源の活用を通じて文化を
活かした地域づくりに取り組む。

また、あわぎんホールに於いては 「組織・事業を管理運営する能力 「実演、 」
芸術を創造する能力」を有する専門的人材を迎え、更に質の高い音楽事業の推
進に努める。

基本財産の運用による利息収入、他の文化事業補助金等を活用し、引き続き
質の高い芸術文化事業を効果的かつ効率的に展開すると共に、人形浄瑠璃等、
伝統文化の振興事業を推進する。

公益財団法人への移行に伴い役員数の削減を行った （理事 13名→９名）。
組織・人員等の 職員については、業務の遂行に必要な人員を確保しつつ、引き続き業務管理
見直し内容 を行い効率的な人員配置を行う。

※従前は県の給料表に準じていたが、平成１８年度以降、給与水準をカットし
経営状況に応じた給料表を制定。職制見直しなどを含めた適正な人件費の確保
を図っている。

低金利下ではあるが、少しでも有利な国債等で運用し基本財産運用収入の確
財務状況の見直し 保を図る。
内容 魅力ある事業の企画・実施による観客動員の増加を図るとともに、チケット

購入の利便性の向上等を図り、事業収入等、施設の利用料金の確保に努める。
、 、支出については 徹底したエコオフィス活動や３館の事務用品等の一括購入

再委託業務の競争入札による契約及び複数年契約等により、引き続き施設管理
費の低減を図る。

点検評価サイクルの改善活動や、独自のセルフモニタリング制度を設け、常
情報公開等の取組 に利用者ニーズの把握や県民の視点に立った運営を行う。
み 理事会、評議員会を開催し、運営について審査を行う。

情報公開要綱に基づき、広く県民に公開していく。
事業実施状況及び財務諸表等を、ホームページにおいて公開する。

公益法人制度改革 平成２５年４月 公益財団法人に移行済み
への対応

その他
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団 体 名 一般財団法人 徳島県環境整備公社

○ 海面埋立処分場（徳島東部処分場、橘処分場）における一般廃棄物、産業

事 業 概 要 廃棄物、陸上建設残土等の埋立処分事業の実施

○ 埋立処分が終了した沖洲処分場の管理運営の実施

○ 廃棄物適正処理推進事業として、市町村・民間団体への補助事業の実施

「一般財団法人徳島県環境整備公社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～H２７年度）

○ 平成28年度の長期借入金の返済終了、及び阿南市新ゴミ処理施設の本格

見直しの方向性 稼働や将来の徳島市等広域ゴミ処理施設整備に伴う一般廃棄物の受入量の減

少等を見据え、公社の安定的、持続的な経営を図るため、中・長期的展望に

たった経営改善策の検討。

事業計画の見直し ○ 沖洲処分場の早期安定化の推進

内容 国において策定が予定されている海面最終処分場の廃止基準等を注視し

ながら、安定化・廃止に向けた具体的な対策を検討し、早期の廃止確認を

目指す。

○ 廃棄物適正処理推進事業

公益目的支出計画を踏まえ、随時必要な見直しを行う。

組織・人員等の ○ 業務の実態を踏まえた効果的効率的な業務運営の検討

見直し内容 ○ 職員の能力開発・人材育成を通じた体制の強化を図る。

財務状況の見直し ○ 余水処理施設の経年劣化による大規模改修に備えた自主財源の確保

内容 ○ 阿南市の新ゴミ処理施設の稼働や、徳島市等広域ゴミ処理施設整備を踏ま

えた経営改善策の検討

○ 基本財産及び運用可能な手持ち資金については、安全で有利な国債等によ

る運用を図る。

情報公開等の取組 ○ 法令上公表を求められている公開対象資料（財務状況や活動状況、公益目

み 的支出計画実施報告書等）のホームページ等を活用した積極的な情報公開を

推進するほか、それ以外の資料についても公開に努める。

公益法人制度改革 ○ 平成２５年４月に一般財団法人に移行した。

への対応 ○ 公益目的支出計画を適切に実施する。

その他
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団 体 名 公益財団法人 徳島県福祉基金

１ 目的
社会福祉事業を推進することによって、民間の福祉活動の活性化

事 業 概 要 を図り、もって、福祉の向上に寄与することを目的とする。
２ 事業

目的を達成するため、次の事業を徳島県内において行う。
(1)新たな地域福祉の展開に寄与する先駆的・モデル的事業に対する

助成
(2)直面する地域福祉課題解決のための企画提案事業に対する助成
(3)地域活動支援センター等利用者の社会参加促進事業に対する助成
(4)社会福祉活動に対する普及啓発活動
(5)その他目的を達成するために必要な事業

「公益財団法人徳島県福祉基金 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

更なる経営改善を行う団体
見直しの方向性

経費削減や基金の運用益を確保するなど、経営改善に向けた取組み
を行うとともに、助成事業の充実を図る。

事業計画の見直し 引き続き、経費削減や基金の運用益を確保するなど、経営改善に向
内容 けた取組みを行う。

組織・人員等の 公益財団法人移行時に見直しを実施済みであり、現状を維持する。
見直し内容

財務状況の見直し 現状を維持
内容 （認定法 第５条６号（収支相償 、８号（公益目的事業比率 、９号） ）

（遊休財産額）の基準を満たす）

情報公開等の取組 監事監査、県の財政援助に係る監査を実施している。
み 法人概要、財務諸表、助成事業の募集・決定状況や実績 ・成果等をホーム

ページに掲載するなど積極的な情報公開を行う。

公益法人制度改革 平成２３年４月１日 公益財団法人へ移行
への対応

その他
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団 体 名 社会福祉法人 徳島県社会福祉事業団

昭和47年4月27日設立（徳島県100％出資 基本財産1億1千万円）
障害者入所施設「希望の郷 、障害児入所施設「あさひ学園」など社会福祉」

、 、 、事 業 概 要 事業の経営と 徳島県立総合福祉ｾﾝﾀｰ 徳島県立障害者交流ﾌﾟﾗｻﾞの指定管理
並びにﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ促進ｾﾝﾀｰ、徳島県地域生活定着支援ｾﾝﾀｰ等の公益事業を行

。 （ ）う 平成２５年度予算 経常支出計 858,920千円

「社会福祉法人徳島県社会福祉事業団 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

（更なる経営改善を行う団体）
見直しの方向性 障害者入所施設「あさひ学園」の改築と、更なる経営安定化のため、適正な

人員管理を行う。

平成24年4月1日をもって徳島県より移譲を受けた「あさひ学園」の改築
を行い、入所児童の安全性と快適性を確保するとともに、入所者の確保によっ

事業計画の見直し て経営の安定化を図る。
内容 また、入所者の直接支援に従事する職員の正規・非正規の配置比率を各５０

％程度となるよう改善を行い、利用者支援の向上を図る。

(１)組織
ライトホームが平成24年度末で廃止され、在籍職員の職種転換を行ったた

組織・人員等の め、研修等を通じて、職員の業務遂行能力の向上を図る。
見直し内容 (2)給与

民間類似社会福祉法人との比較や福祉現場の困難性を踏まえ、労働の対価で
ある給与水準が適正であるかの検討を図る。
(3)労務規程の整備

平成25年3月22日開催第102回理事会にて決議した、就業規則、育児・
介護休業規程、再雇用職員就業規則の適正な運用を図る。また今後、関連法に
改正があった場合は、適宜見直しを行う。

財務状況の見直し 平成18年度以降、6年連続での黒字経営を達成しているが、経費節減等の
内容 更なる経営効率化を進め、引き続き健全な経営を維持する。

(1)監査の充実
財政援助団体に係る監査(徳島県監査事務局)と社会福祉法人監査(徳島県地

情報公開等の取組 域福祉課)ならびに指定管理施設(総合福祉ｾﾝﾀｰ・障害者交流ﾌﾟﾗｻﾞ)にかかるモ
み ニタリング(徳島県地域福祉課・障害福祉課)を受けるとともに、自己点検評価

として公認会計士による会計指導及び監査を実施する。
また、法人運営上の課題を解決することを目的に、所属長及び職員により組

織した課題解決ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが提案する事業において、自己点検評価を行う。
さらに、障害者入所施設「あさひ学園」では、福祉ｻｰﾋﾞｽ第三者評価事業の

受審を検討(改築工事完了が条件)する。
(2)情報公開

、 、広報誌や社会福祉事業団ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより 事業内容や財務等について公開し
県民に対する積極的な情報公開を推進する。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

本経営改善計画に基づき 健全な経営をさらに促進し 定期的に経営分析 全、 、 （
その他 国社会福祉施設経営者協議会が無料で実施／平成23年度決算状況について平

成24年度に分析を受けた）を行い、必要に応じて計画内容を見直す。
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団 体 名 公益財団法人 とくしま移植医療推進財団

１ 目的
臓器移植に関する知識の普及啓発を行うとともに、臓器移植のための諸条

件の整備並びに助成を行う。

事 業 概 要 ２ 事業
・臓器移植に関する知識の普及啓発（普及推進キャンペーンの実施、臓器提

供の意思表示の推進、市民公開講座の後援・助成等）
・臓器移植に関する調査、研究（臓器移植専門部会の開催等）
・臓器移植体制の整備及び助成（院内コーディネーター研修会の開催、

全国研修会参加費の助成、組織適合性検査料の助成、弔慰金の支給等）

「公益財団法人とくしま移植医療推進財団 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

見直しの方向性 更なる経営改善を図る。

事業計画の見直し 専門部会の開催など、事業の拡充を図るとともに、賛助会員及び寄附金の募
内容 集を行う等、収入の確保を図り、安定的運営に努める。

組織・人員等の 公益財団法人移行時に、県から県医師会へ事務局の移管を実施した。
見直し内容 （現在、給与等を支給している職員はいない ）。

財務状況の見直し 赤字経営傾向から脱却するため、一層の収入の確保（寄附金・賛助会員）を
内容 図り、長期永続可能な安定的経営に努める。

現在ホームページに財務諸表等を公開しているが、更なるホームページの充
情報公開等の取組 実を図り、引き続き積極的な情報公開に努める。
み （H22.5情報公開規定、H24.5個人情報保護規定を制定。

H24.10監事に公認会計士を選定 ）。

公益法人制度改革 H25.4.1公益財団法人へ移行
への対応

その他
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団 体 名 公益財団法人 とくしま“あい”ランド推進協議会

ぬくもりと活力のある長寿社会づくりを推進するため、長寿社会についての
意識啓発や高齢者の健康と生きがいづくりの推進、地域社会の重要な担い手と

事 業 概 要 して活躍できる人材の育成など各種事業を、官民一体となって積極的に取り組
んでいる。

「公益財団法人とくしま“あい”ランド推進協議会 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２１～２５年度）

見直しの方向性 本格的な長寿社会の到来を迎え、社会的・地域的ニーズに的確に対応した事
業の展開を図るとともに、効率的・効果的な業務執行に取り組む。

また、評議員・評議員会の設置など新たな公益法人制度に対応した体制を整
備する。

事業計画の見直し シルバー大学院卒業生等が登録し、地域社会に貢献する「生きがいづくり推
内容 進員」の活動に対し、シルバー大学院OB会と連携して積極的に支援する。

＊生きがいづくり推進員活動支援事業
・あいランドHPを活用した「シニア応援サイト」の活用（ 「生きがい

づくり推進員」の登録や活動状況の掲載等

組織・人員等の 平成23年４月１日の公益法人への移行により、理事を28名・監事2名体制
見直し内容 から、理事を１５名・監事2名体制に変更

財務状況の見直し 引き続き、コスト意識を持った運営を行い、事業の実施に当たっては、最小
内容 の経費で最大の効果を挙げる。

情報公開等の取組 公益財団法人移行に伴い、公認会計士による外部監査を実施。
み

公益法人制度改革 平成23年4月１日付け、公益財団法人への移行を完了した。
への対応

その他
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団 体 名 公益財団法人 とくしま産業振興機構

県内中小企業を総合的に支援する中核的支援機関として 「資金調達 「経営、 」
事 業 概 要 革新 「創業 「技術開発 「販路開拓」等の各種支援事業を実施している。」 」 」

特に、とくしま経済飛躍ファンドにより、LED推進や地域資源の活用、農
商工連携を柱に中小企業の新商品･技術開発の支援を行い、産業創出を促進す
るとともに、企業の人材育成、国内外における販路支援、デジタルコンテンツ
産業の育成、健康･医療産業の創出などを推進する。

「公益財団法人とくしま産業振興機構 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

１ 事務事業全般にわたり改善・見直しに取り組む。
見直しの方向性 ２ 経営革新等支援機関の認定を受け、より専門性の高い支援事業を実施でき

るよう中小企業の中核的な支援機関としての機能強化に取り組む。
３ 職員の意識改革を徹底し、より高い公益性を追求する。

１ 変化する経済情勢のもと、多様な企業ニーズに対応するため、現在行って
、 、 、 、 、事業計画の見直し いる事務事業を 必要性 緊急性 実績等から分析を行い 優先順位をつけ

内容 順位の低い事業については、スクラップアンドビルドを行い、新たなニーズ
に対応した事業へと見直しを行う。

２ 企業ニーズの高い新たな事業については、国等が募集する競争的資金の獲
得に努め、積極的に取り組む。

１ 公益財団法人への移行に伴い、経理事務が複雑化している上、移行前に比
組織・人員等の べさらに公正で正確な事務処理が求められている。このため、職員の意識改
見直し内容 革･専門性の向上に努めるとともに、事務の消長を踏まえた効率的な業務実

施を図るため、組織の再編・強化を行う。
２ 人件費については、職員数の減員、退職手当の引き下げなどにより抑制す

、 、 、 、ることを基本にしており 退職者の補充は 漸減の方針の下 県と協議の上
計画的に行う。

１ 国･県の補助事業や受託事業のウエイトが大きく、その動向により財政運
。 、 、財務状況の見直し 営は大きく影響を受ける このため 国･県の動向の把握に努めるとともに

内容 国等の事業の活用に努める。
２ 会費収入の増や広告収入などについて具体策を検討し、自主財源の確保に

努める。

１ 役員は理事１２名、監事２名の他会計監査人を置き、理事会では事業計画
情報公開等の取組 の承認、決算書類の監査・承認を行っている。また、評議員は１２名で、理
み 事を牽制･監督している。引き続き、公正かつ効率的な運営に努める。

２ 情報公開については、事業計画、収支予算、事業報告、決算報告の他、各
事業概要について、ホームページ等で公開している。今後とも各種メディア
を活用した積極的な情報提供と透明性の高い情報公開に努める。

公益法人制度改革 １ 平成２３年４月に公益財団法人に移行しており、法令の規定に沿った適正
への対応 な運営に努めている。

１ 徳島経済産業会館への移転を契機に、機構を事務局として設置された総合
その他 支援連携会議を活用し、入居団体が連携して情報の共有や機能強化を図って

。 、 。いる 引き続き連携を深め 中小企業の応援拠点としての機能強化に努める
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（ＮＯ．１）

団 体 名 株式会社 徳島健康科学総合センター

当センターは頭脳立地法に基づき設立された産業高度化施設であり、地域産
、 、 、 、業の高度化を図るため 県 市 公設試験研究機関や大学と連携を図りながら

事 業 概 要 多彩な機能を生かし、地域産業の高度化、新事業創出のため、人材育成、交流
促進・情報提供、施設支援に取り組んでいる。

１．人材育成事業
創業、開業に必要な技術的な基礎を修得してもらうための実習・座学や

情報化の実習等を通じて人材の育成のための 各種研修会の事業を実施して
いる。

２．交流促進・情報提供事業
情報提供事業関係団体と連携し、公募事業への参入や県等からの委託事

業を通じ、情報技術の紹介、情報化に向けた実地指導や情報提供業務の実
施、人のふれあいをネットワーク化するための交流事業を実施している。

３．施設支援事業（貸室支援事業）
賃貸貸室４９．５室の提供と、会議室・実習室、機器等の賃貸を行い、

テナント入居者や一般利用者の利便性向上に供している。
平成２４年度末現在：入居者 ４１室（入居率８２．８％）

「株式会社徳島健康科学総合センター 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

、 、当センターの主業務は貸しオフィス事業であるが 当初の設立目的も踏まえ
見直しの方向性 経営方針の再構築（事業の選択と集中等）を行うとともに、インキュベーショ

ン施設としての企業活動支援を基本とし、県の施策に応じた強みのある産業分
野（ＳＯＨＯ、デジタルコンテンツ、サテライトオフィス、ＩＣＴ等）を戦略
的に育成するなど 「成長産業集積拠点」として本県経済を牽引する企業への、
成長を促進する。

上記を柱として、引き続き単年度黒字の継続による欠損金の解消に努め、さ
らなる経営改善に努める。

１．人材育成事業
事業計画の見直し 従来の創業者支援、経営支援事業に加えて、クリエイティブ産業の集積
内容 ・クリエイターの誘致による「クリエイティブエリアとくしま」への形成を

目指し、将来の業界を担う人材の育成を図り、新たな市場拡大、雇用創出に
繋げる。

２．交流促進・情報提供事業
受託事業の実施とともに、インキュベーション施設として創業、開発や

経営革新を目指す人々が自然と集い、産官学交流、情報交流等のネットワ
ークを構築する場としての様々な機能を提供し、創造型事業の実施を支援
する。

３．施設支援事業（貸室支援事業）
営業収益の大半を占める主要事業であり、企業の自立的発展に至るまで

の事業展開を幇助する地域プラットフォームとして、創業期から事業化ま
での一元的な支援に努めるとともに、企業ニーズに応じた施設の利便性の
向上に努め、入居率の向上を図ることにより安定した収益を確保する。
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（ＮＯ．２）

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

柔軟な経営による収益増加と、経費削減による支出抑制に努め、今後とも
組織・人員等の より一層の工夫を行い、組織の見直しや人件費の削減に努めることとする。
見直し内容

営業収益については、国・県等からの受託事業費の縮小や景気の低迷によ
財務状況の見直し る入居者の減少により、収益の確保もたいへん厳しい状況である。
内容 特に、最大の収入源であるテナント収入については、入居率の向上が重要

、 、 、であることから 施設活用による事業の実施や より一層のサービスの向上
割引制度の導入など工夫を凝らし、入居率の確保や施設利用の向上に努める
とともに、積極的な事業展開により、事業収入も確保する。

また、支出については、今後もより一層の経費節減に取り組むとともに、
建物・設備の修繕・更新計画についても策定に努め、効率的・効果的な業務
執行に努めることとする。

このような取り組みにより、平成２５年度以降においても単年度黒字を継
続し、累積損失の解消に努めることとする。

監査については、監査役及び会計監査人が実施している。
情報公開等の取組 情報公開については 「株式会社徳島健康科学総合センター情報公開要綱」、
み を定め、情報公開に努めている。

また、公告の方法として官報を利用しているが、決算公告については、電子
公告を取り入れ積極的な情報開示を行う。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他
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団 体 名 徳島工芸村 株式会社

徳島工芸村（株）は、県内の代表的な伝統工芸を一同に集め、実演、体験、
販売等を通じて、一味違った徳島の魅力を県外の観光客をはじめ、県内の多く
の方々にも親しんでもらう観光商業施設として、平成５年１０月２０日に開設
され 「アスティとくしま」に来られる方の利便性を高めている。、

事 業 概 要 開設以後、平成１０年までは、順調に推移してきたが、平成１１年より退店
業者が相次ぎ、その後、賃料収入の確保、経費の縮減等に努めるものの、厳し
い経営状況が続いた。

このため、初期の目的をも包含しつつも、より広い見地でもって、本県の産
業振興等に資する業種からの事業者入居を進める方向で見直しを行い、平成
１８年１１月には、コールセンターが入居した。

これにより、徳島工芸村(株)は、時代の変化に応じた新たな産業交流や都市
の「にぎわい拠点」として機能するとともに、県経済に雇用拡大という大きな
効果をもたらしている。

また、賃料収入の安定が図られ、現在６期連続で経常利益を確保するなど、
更なる改善を進めているところである。

「徳島工芸村株式会社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

引き続き、各期において経常利益の確保を目指し、賃貸料収入の安定的な確
見直しの方向性 保を図るとともに、管理経費の更なる縮減に努め、なお一層の経営改善に努め

る。

ここ６期、単年度黒字を継続しているが、今後とも単年度黒字を安定的に確
事業計画の見直し 保し、累積欠損金の解消に向け、雇用の場の確保など本県の産業振興に貢献し
内容 ながら、経営の合理化に努力する。

常に事業内容、経営状況に応じた組織、人員が求められることから、引き続
組織・人員等の き、適正人員の配置、適正な給与、業務運営の効率化に配慮していく。
見直し内容

賃料収入の安定的な確保を図るとともに、管理経費の更なる縮減等に努める
財務状況の見直し 中で経営の健全化に向け、適宜、適切な財務処理について検討を進める。
内容

徳島工芸村(株)は、監査役の監査の他、会計監査人の監査が義務付けられて
情報公開等の取組 おり、監査体制は整っている。また、平成２４年度には、情報公開要綱及び個
み 人情報保護要綱を策定した。今後も、ホームページを活用した積極的な対応に

努める。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他
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団 体 名 一般財団法人 徳島県観光協会

徳島県観光協会は、県や市町村、観光関連事業者等と連携のもと、本県観光
に係る「ネットワークの中心的存在」として、また「観光のエキスパート」と

事 業 概 要 しての役割を果たすため、観光振興事業に取り組むとともに、アスティ・フレ
ア・渦の道の各施設を管理運営しているほか、平成２０年４月からはコンベン
ション振興事業にも取り組んでいる。

主な取り組みとして、平成２０年度から「とくしま・ＩＮＡＫＡ博覧会」を
開催し、伝統文化や豊かな自然、食、産業等「とくしまの魅力」を情報発信す
るとともに、平成２２年度には県と協働し「とくしま祭り」を開催するなど、
誘客に努めている。

平成２４年３月には、新たに３カ年の経営改善計画を策定するなど経営改善
に向け、鋭意取り組んでいる。

「一般財団法人徳島県観光協会 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２４～２６年度）

観光振興による地域貢献と安定した経営基盤の確立を図るため、コスト意識
見直しの方向性 を徹底した経費の削減と自主財源の確保に努め、さらなる経営改善を進める。

県民、観光客はもとより、観光関連事業者や県、市町村等から観光振興を進
事業計画の見直し める組織として常に信頼され 「徳島の観光」に係るネットワークの中心的存、
内容 在として、ニーズを反映した事業を展開する。

経営会議を活用し、施策の優先度や効果検証等による選択と集中を行い、メ
リハリのきいた事業展開に努める。

事業スキーム及び執行方法の改善・変革を進めるとともに、観光客のニーズ
の変化や地域の取組動向等を的確に把握し、事業の重点化を進める。

また、コンベンションの誘致促進や指定管理事業においても、一層の推進を
図る。

権限と責任の明確化を図り、フラットで臨機に対応できる組織・人員体制を
組織・人員等の 確立するとともに、未来志向の柔軟な考えと、フットワークよく行動できる機
見直し内容 動的な組織体制を目指す。

「自主・自立・自活しうる組織」となるため、より一層の経営の効率化を図
財務状況の見直し り、コスト意識の徹底と最少の費用で最大の効果が発揮できるよう経費の削減
内容 を図るとともに、賛助会員の拡大や広告料収入など自主財源の確保に努める。

理事会や評議員会、賛助会員合同会議などを通じ、広く意見を聴取し、施策
情報公開等の取組 に反映する。
み 協会のホームページにおいて、財務諸表による経営状況や事業内容を県民に

も分かり易く情報開示するとともに 「情報公開要綱」の制定についても検討、
を行う。

公益法人制度改革 平成２５年４月１日より一般財団法人へ移行した。
への対応

その他
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団 体 名 公益財団法人 徳島県国際交流協会

国際交流、国際協力、多文化共生及び国際理解を推進することにより、活力
事 業 概 要 ある地域社会の実現と国際感覚豊かな人材の育成を図るとともに諸外国との協

調と親善に資する。

「公益財団法人徳島県国際交流協会 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

、 、公益法人の認可を契機に 賛助団体等の拡大や新たな自主財源の確保に努め
。 、 、 、 、経営改善に取り組む また 公益法人移行に合わせ 当協会を核として 県民

見直しの方向性 行政、関係機関などの力を結集した 「ワンストップ情報受発信拠点」として、
の整備を進め、県内在住の外国人の生活利便性の向上はもとより、海外との経
済交流活動等、多様なニーズに対応できるよう「機能の充実」を図る。

社会情勢の変化と時代の要請に対応した効率的な経営と効果的な事業活動を
事業計画の見直し 目指す。
内容 ・経営目標に基づく重点事項の効率的な事業実施

・事務事業評価による効果の検証
・県等からの事業の積極的な受託

財政の健全化の観点から、事業の精選と実施方法等を工夫することにより、
業務の効率化を図るとともに、事業の成果を維持するための体制を整備する。

組織・人員等の ・教員の研修派遣の受入
見直し内容 ・協会活動ボランティアの協力

また、公益法人制度改革への対応として、理事数(２２名→１２名)、
評議員数(１６名→１２名)の見直しを図る。

自主財源の増収確保に努めるほか、県等からの事業の受託に積極的に取組む
とともに事業の共同実施、補助事業の確保、参加費等の負担金の適正額の徴収

財務状況の見直し など事業費の自己負担軽減と効率化を図る。
内容 ・基本財産の効果的運用

・賛助会員の拡充
・寄附金の募集
・県からの借入金の計画的な償還

協会の自主事業については、事業評価実施要綱に基づき、事業の分析、評価
を行い、事業の効果を検証するとともに、必要に応じて内容の見直しとニーズ
に沿った効果的な事業展開に努める。

情報公開等の取組 また、平成２５年１月８日に、平成２４年度財政的援助団体等に対する監査
み を受けたところである。

情報公開については、規則を制定するとともに、ホームページを通じて財務
状況や事業実績などの開示に努めているが、当団体のホームページにおいて、
これまでの「定款 「事業内容 「事業実績 「財務諸表」に加えて、新たに」、 」、 」、
「組織図 「役員名簿」を公開する。」、

公益法人制度改革 平成２５年４月１日、公益財団法人へ移行
への対応

その他
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団 体 名 株式会社 コート･ベール徳島

当社は、ゴルフ場（コート・ベール徳島ゴルフクラブ）の経営及び管理を目
的として設立された株式会社であり、現在、ゴルフ場の経営及び管理を行って

事 業 概 要 いる。
また、隣接する県立施設（出島野鳥公園）について、指定管理者として管理

運営を行っている。

「株式会社コート･ベール徳島 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

見直しの方向性 当社の主業務はゴルフ場（コート・ベール徳島ゴルフクラブ）の経営及び管
理であり、県民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点として、また、県南

、 、地域の一層の振興を図るため 引き続き各期における経常利益の確保を目指し
なお一層の経営改善に努めるとともに、パブリックゴルフ場としての役割を果
たしていく。

事業計画の見直し 積極的な営業展開や質の高い接客対応の実践など、経営改善努力に引き続き
内容 取り組むことで、新規顧客の開拓やリピーター率の向上など、安定した利用者

の獲得を図り、各期の経常利益の確保に努める。

組織・人員等の 常に、事業内容、経営状況に応じた組織体制が求められることから、引き続
見直し内容 き適正人員の配置及び業務運営の効率化に努める。

財務状況の見直し 少子高齢化の影響により、ゴルフ場利用者は長期低迷傾向にある中、景気後
内容 退の影響等もあり、ゴルフ場間の価格競争も激化している。

このように、ゴルフ場を取り巻く経営環境は非常に厳しいが、安定した利用
者の確保及び一層の経費の効率化を図るなど、黒字基調の経営維持に努め、経
営の健全化・合理化に努める。

情報公開等の取組 監査については、監査役及び監査法人（公認会計士）による監査を受けてお
み り、経理についても、税理士に委託し、適正な処理を実施している。

また、情報公開については、平成１５年度に情報公開要綱及び個人情報管理
規程を定めており、ホームページを活用した積極的な対応に努める。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他
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（ＮＯ．１）

団 体 名 公益財団法人 徳島県農業開発公社

徳島県農業開発公社は、農業者の経済的、社会的地位の向上及び青年農業者
等の確保を目的として、主に認定農業者等の担い手への農地集積及び就農相談

事 業 概 要 や就農支援資金の貸付等の事業を実施している。
１ 農業経営基盤強化促進法に基づく「農地保有合理化事業」
・規模縮小農家等の農地を買い入れ又は借り入れて、中間保有・再配分機能を

活用し、規模拡大を志向する認定農業者等に農地を売り渡し又は貸し付ける
農地保有合理化事業を実施。

・農地保有合理化事業による農地集積面積
農地売渡 ９．７ha（Ｈ17～Ｈ2４.3月現在累計)
農地貸付 １．０ha（Ｈ2５.3月現在）
作業受託 ３０．９ha（Ｈ2５.3月現在）

２ 青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法に基づく
「就農支援資金貸付事業」
・県知事から就農計画の認定を受けた「認定就農者」に対し、農業の技術を実

地に習得するための研修、その他就農準備に必要な資金を無利子で貸し付け
る就農支援資金貸付事業を実施。

・就農支援資金の貸付事業（Ｈ2５.４月現在の貸付件数）
就農研修資金 ６件
就農準備資金 １件

「公益財団法人徳島県農業開発公社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

・引き続き管理経費等の縮減や効率的な事業運営に努めることができるよう、
見直しの方向性 業務推進体制を整備する。

・業務手法の工夫や見直しを行い、農地流動化面積の拡大等事業量の確保に努
める。

・認定農業者をはじめとする担い手への農地集積や、新規就農希望者への就農
相談を一層促進し、農業経営の安定と円滑な就農支援に資する。

１ 農地保有合理化事業
事業計画の見直し ・売買については、農業経営基盤強化促進法に基づき、公社だけが有する農用
内容 地等の再配分機能を活用し、認定農業者等の担い手への利用集積を一層促進

する。
なお、事業実施にあたっては、可能な限り中間保有期間を短くして、価格変
動による差損発生のリスク回避を図る。
また、リスク回避のため長期保有は行わないものとする。

・貸借については、複数年に渡っての貸付金が発生することから、貸倒等のリ
スクが発生するため、実施にあたっては県担当部局と十分協議した上で実施
する。
また、実施にあたっては貸付の上限や保証人の徴収等の運用を見直し、リス
ク回避を図る。

・市町村や農業委員会等との連携を強化し、特に農地利用円滑化事業について
は、農地保有合理化事業との役割分担や連携に努め、地域での効果的、効率
的な農地流動化を推進する。

・事業量の目標

年 度 ２５ ２６ ２７ 備 考

買入面積 ha ２．０ ２．０ ２．０

売渡面積 ha ２．０ ２．０ ２．０
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（ＮＯ．２）

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

２ 青年農業者等の就農支援
事業計画の見直し ・青年農業者等育成センターとして、新規就農希望者に対して、就農情報の提
内容 供や県内外における就農相談会等を実施する。

・就農希望者の就農形態に合わせ、各種制度（認定就農者、認定帰農者、認定
農業者等制度）の周知を行い、円滑な就農を推進する。

・知事の就農認定を受けた「認定就農者」に対しては、就農支援資金（研修資
金や準備資金）の貸し付けについて、ホームページや関係機関への広報活動
を通じて周知を図り、新規就農するにあたっての環境整備を図る。

・事業量の目標：新規就農相談件数 年間１００件

・引き続き、業務執行理事を農業会議事務局長の兼務とし、管理部門（総務事
務）は農業会議との共同化を進める。

組織・人員等の ・組織については、平成２５年度から公益財団法人に移行し、新たに評議員制
見直し内容 度を導入したが、評議員については従来の役員同様無報酬とする。

・職員については、正職員を廃止し参事（非常勤特別職）１名、臨時職員１名
の２名とした現在の体制を引き続き維持し、人件費の増加を防ぎつつ、更な
る効率的な事業の実施を図る。

・参事給与については、徳島県農業会議外部講師等報償費支払基準の「非常勤
職員」の基準を準拠するものとする。

・臨時職員給与については、徳島県臨時職員給与を準拠するものとする。

年度 業務執行 参 事 職 員 備 考
理事 （ ）は総務事務担当

２４ 農業会議 非常勤１ 臨時職員１、 ４名
（ ， ）事務局長 （農業会議職員１） 専任２ 兼任２

２５ 農業会議 非常勤１ 臨時職員１、 ４名
（ ， ）事務局長 （農業会議職員１） 専任２ 兼任２

２６ 農業会議 非常勤１ 臨時職員１、 ４名
（ ， ）事務局長 （農業会議職員１） 専任２ 兼任２

２７ 農業会議 非常勤１ 臨時職員１、 ４名
（ ， ）事務局長 （農業会議職員１） 専任２ 兼任２

・人件費については、業務執行理事の農業会議事務局長による兼務対応及び管
財務状況の見直し 理部門（総務事務）の農業会議との統合、並びに評議員の無報酬、正職員の
内容 雇用を行わないことにより増加させないように努める。

・事業実施内容を見直し、事務コストの無駄を省き、財務状況の黒字化を続け
る。

・監査については、内部監事による監査及び県による検査を受検する。
情報公開等の取組 ・情報公開については、引き続き公社業務の概要、財務状況をホームページで
み 公開する。

公益法人制度改革 ・平成２５年４月から公益財団法人に移行。
への対応 ・公益法人制度改革に即した会計事務に移行。

・国においては 「産業競争力会議」の中で、平成２６年度から全国の農業開、
その他 発公社の機能強化を検討しているため、情報収集を行い、素早く対応できる

よう努める。
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団 体 名 公益財団法人 徳島県水産振興公害対策基金

基金の運用益を財源に水産種苗の放流に対する補助等を行う「漁業振興対策

事 業 概 要 事業」及び県からの委託を受けヒラメ、クルマエビ、アワビ及びアユの各種苗

を生産する「種苗生産業務」を実施

「公益財団法人徳島県水産振興公害対策基金 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

種苗生産施設の老朽化や職員の高齢化（退職）等を踏まえ 「徳島県栽培漁、

見直しの方向性 業検討委員会提言書」に基づく工程表に従い、生産魚種の絞り込みなど、生産

体制の効率的な見直しを進める。

＜漁業振興対策事業＞

事業計画の見直し 運用益に応じた事業量となるよう、毎年度、事業規模の見直しや重点化・効

内容 率化について検討しながら実施する。

＜種苗生産業務＞

、 。県や関係団体と十分協議しながら 段階的な生産魚種の絞り込みを実施する

平成２５年度以降に定年退職する正規職員の補充は、臨時職員の採用等によ

組織・人員等の り対応する。

見直し内容

○ 種苗生産業務関連正規職員数（場長を含む）

９人（H25.4.1）→ ６人（H28.4.1）

正規職員の減員を臨時職員の採用等により対応することで、人件費の削減を

財務状況の見直し 図る。

内容

○ 県委託金（加島事業場種苗生産業務）

166,652千円（H24年度）→155,000千円（H27年度）

・ 監査については、県によるチェック態勢を継続する。

情報公開等の取組

み ・ 「公益財団法人」への移行を機に

① 新たに監事に登用した税理士による監査

② ホームページを活用した情報公開

を実施する。

公益法人制度改革 平成２５年４月１日付けで「公益財団法人」へ移行済み

への対応

その他
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団 体 名 公益財団法人 徳島県林業労働力確保支援センター

当支援センターは、林業の担い手である林業労働力の育成確保を行うことに
より、徳島県における森林の造成整備と公益的機能の強化を図り、もって山村

事 業 概 要 地域の振興及び県民の福祉の向上に寄与することを目的に、以下の事業を実施
している。
(1) 林業事業体の育成強化に関する事業
基金の運用益による、労災上乗せ保険料の助成（H24：319人 、）
ハチ毒抗体検査（H24：92名 、エピペン配布（H24：36人））

(2) 林業労働力の募集に関する事業
林業就業相談窓口の設置とＨＰによる就業ＰＲや、県外都市部による就業相

談会を開催。
（H24：来会等9人 電話32人 相談会15人 計57人）
(3) 研修の実施に関する事業
新規就業等に対し、林業研修等を開催 （H24：141人）。

(4) 情報の収集提供に関する事業
就業情報の収集及び、各種施策情報の提供を目的に、森林組合等林業事業体

を委員とした、林業労働力育成協議会を開催 （H24：２回）。

「公益財団法人徳島県林業労働力確保支援センター 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

見直しの方向性 「更なる経営改善を行う」
林業労働力の確保に向け、既存事業の不断の見直しや新たな事業へ積極的に

、 、 、取り組むとともに 公益財団法人としてふさわしい組織や人員 業務執行など
更なる経営改善に努める。

事業計画の見直し H25～27において、当支援センターの設置目的である「林業労働力の育成
内容 確保」を効果的に実施するため、既存事業の見直しを検討するとともに、新た

な事業への取り組みについても積極的に取り組む。

組織・人員等の 林業労働力の確保・育成対策の重要性が高まるなか、徳島県森林組合連合会
見直し内容 との連携強化を図ることにより，適切かつ効果的な事業を実施するための組織

力を強化する。

財務状況の見直し H25～27において、外部資金の積極的な活用を図るとともに、必要最小限
内容 の管理費により業務を遂行する。

○県からの受託事業費
22,240千円（H24年度）→ 15,200千円（H27年度）

○県補助金
1,172千円（H24年度）→ 1,000千円（H27年度）

情報公開等の取組 H25～27において、経営の透明性を確保し、県民への説明責任を果たすと
み ともに、支援センターの存在価値を高めるため、ＨＰ等を活用した積極的かつ

分かりやすい情報公開を推進する 。。

公益法人制度改革 H25.4に公益法人へ移行、主体性を持った公益目的事業の実施による運営
への対応 を推進する。

その他
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団 体 名 公益社団法人 徳島県林業公社

・昭和41年11月1日設立
・森林整備法人の認定 昭和59年12月15日
・分収方式による造林、育林等森林の整備

事 業 概 要 ・林業経営の健全な発展、森林の公益的機能の増進
・事業実績 施業面積6,997ha（県内人工林の4%）
・借入金残額 日本政策金融公庫 44億円

徳島県86億9千万円（元金） 52億5千万円（利息）(H24年度末）

「公益社団法人徳島県林業公社 問題解決プラン（経営改善計画）の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２４～３２年度）

「抜本的改革の推進を行う」
公的な森林整備の必要性が高まる中、全国初の公社有林化や、新たな森林

づくりの拡大などに取り組み、公的森林整備の役割を強化し、県の施策であ
見直しの方向性 る「とくしま公有林化拡大戦略」の推進を担う。

積極的に経営規模を拡大し、計画的な木材生産を率先して行い、木材自給
率の向上と山村に暮らす人々を支える重要な役割を担い 県の施策である 次、 「
世代林業プロジェクト」に呼応した事業展開を図る。

1 「新たな森林づくり」による規模拡大
・森林の新規取得

森林所有者が自ら管理できない森林を公社が取得し、公社有林として整
備、管理する。

事業計画の見直し ・森林の受託管理
内容 森林所有者による経営計画の樹立が困難な地域における長期受託管理を

行い、効率的な林業経営を展開する。
2 分収林契約の解消

公社が土地所有者の持ち分（土地、地上権）を取得して、分収林契約を解
消し、取得後は公社有林として経営する。

職員数の増 H23 5人 → H32 10人
公社の木材生産量は、5年後には2万立方メートル、10年後には3万立方

組織・人員等の メートルを超え、現在の生産量の約6倍にもなる。
見直し内容 よって、これまで縮小してきた職員数を見直し、増大する生産量に対応で

きる体制とする。

財務状況の見直し 引き続き、給与、手当の見直しによる総人件費の圧縮や、業務の外部委託、
内容 事務所経費の削減など経営コストの削減に努める。

情報公開等の取組 会計監査人による監査を実施するとともに、事業実績や成果をホームページ
み やパンフレットで公表する。

公益法人制度改革 H25年４月１日に公益社団法人へ移行した。
への対応

その他
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（ＮＯ．１）

団 体 名 公益財団法人 徳島県建設技術センター

1．公共工事の品質確保のための技術支援・人材育成事業
事 業 概 要 (1)技術支援事業

(2)人材育成支援事業
２．公共施設の管理運営事業
(1)県営４公園管理運営事業
(2)旧吉野川流域下水道施設管理運営等事業

３．公共施設の災害対応事業
(1)防災エキスパート制度
(2)徳島県版建設業ＢＣＰ認定業務

「公益財団法人徳島県建設技術センター 経営改善計画（第三次）の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

１．公益財団法人への移行に伴う適正事務処理対応及び経営改善に努める。
見直しの方向性 ２．より一層の市町村等支援を強化すべく、本法人及び県OB職員による支援

体制を整備し、市町村等における公共工事の発注者支援を図り、社会資本の
整備や防災・減災対策に対応できる「専門家集団」を目指す。

３．本法人と徳島県土地開発公社及び徳島県住宅供給公社の３団体間の管理部
門の連携強化について、県の指導・支援のもと具体的な方策を検討・実践す
る。

１．技術支援、人材育成事業
事業計画の見直し 公共工事の品質確保を図るため、県・市町村職員等の専門知識・技術力向
内容 上に向けた研修会等の実施や技術者派遣等による発注者支援の取組を行う。

２．公共施設の管理運営事業
(1)県営公園管理運営事業

公園利用者等のニーズを的確に把握し、公園の利用促進及び公園利用者
の満足度の向上に努め、付加価値の高い公園となるよう管理運営を行うな
ど、継続して指定管理者を受けられるよう取組を行う。

(2)旧吉野川流域下水道施設管理運営事業
適正で効率的な管理運営に努めるとともに、下水道の普及啓発活動や下

水道技術者の人材育成に努めるなど社会貢献を果たし、継続して指定管理
を受けられるよう取組を行う。

３．公共施設の災害対応事業
「防災エキスパート制度 「徳島県版建設業ＢＣＰ認定事業」を引き続き」、
実施するとともに、県・市町村職員等の専門知識・技術力を向上させ、防
災対応能力向上を図るため、研修会実施等の取組を行う。

１．常勤役員は、必要最低限の人数とし、県と協議のうえ調整する。
組織・人員等の ２．常勤職員は、定年退職による人数減に対し、原則不補充とする。
見直し内容 ３．職員に不足が生じた場合には 「職員の再雇用」や「県OBの採用 、また、 」

は 「非常勤職員や臨時職員の採用」により対応する。、
． 、 、 、４ 職員配置は 事務事業の消長に応じて弾力的に行うとともに 組織体制は
事業規模等を常に検証し、機動性と柔軟性を持った体制とする。

５．給料や諸手当の減額や凍結、給与体系の見直し等の措置は、事業の受託状
況、指定管理状況、財務状況などを総合的に見極めながら行う。
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（ＮＯ．２）

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

１．安定的な受託事業収入確保を図るため、県・市町村等関係方面から情報収
財務状況の見直し 集を行うとともに、職員の資格取得、技術力向上を図る。
内容 公園・下水道の指定管理収入の継続確保に努めるとともに、独自の収入財

源の確保に努める。
２．定年退職者の原則不補充により人件費の削減を図るとともに、経費節減の

徹底、適切な予算執行の常時チェック及びコスト削減意識の徹底を図る。
３．徳島県土地開発公社及び徳島県住宅供給公社との３団体間の管理部門の連

携強化について、県の指導・支援のもと具体的な方策を検討・実践する。

、 、情報公開等の取組 監査や点検評価を適正に推進するとともに 既設ホームページの充実を図り
み 経営状況や事業内容の積極的な情報公開に努める。

公益法人制度改革 公益財団法人として維持存続できるよう、公益性の高い自主事業の拡大及び
への対応 下水道管理運営における人材育成方策を策定し実践する。

その他
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（ＮＯ．１）

団 体 名 徳島県土地開発公社

国・県等からの依頼に基づき民間金融機関から資金を借り入れ、道路・河川
等の事業用地を先行取得する「公有地取得事業」と、国・県、その他団体から

事 業 概 要 の委託に基づき、事業用地取得のあっせん、調査、測量等を行う「あっせん等
事業」により、円滑な事業用地の取得を行っている。

・事業収益の推移 （単位：百万円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H2４

3,312 1,381 1,443 2,413 652 406 180

「徳島県土地開発公社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２１～２５年度）

第一期計画では経費削減、組織簡素化に取り組み、土地開発公社のスリム化
見直しの方向性 に成果を上げたが、公共事業予算の縮減はさらに進行し、土地開発公社は今ま

でにない極めて厳しい経営環境にある。
このような厳しい状況における公社の役割を再検証し「スピードと成果重視

の経営体」の実現を目指して、次のことを基本方針とする。
・土地開発公社の持つ人的資源の最大活用を図る
・国等から最大限の収入を得られるよう努める
一方、当公社における事務の効率化はほぼ限度に達していると考えられる。
そこで、平成２４年度から住宅供給公社・建設技術センターとの総務事務の

共同化を実施しているが、当公社の一層の経費削減を目的として、共同化が可
能な事務について検討する。

公有地取得事業・あっせん等事業では、関係機関との調整や情報収集を積極
的に行い、特に県以外からの長期的・安定的な事業量の確保と新たな受託事業

事業計画の見直し の開拓に努める。また、早期の経済効果の発現が求められる事業の用地取得業
内容 務へ積極的に取り組むとともに、登記・収用手続きなどの関連事務を開拓する

ことも視野に入れ、収支バランスの維持を図る。

・事業見込み
国交省：旧吉野川改修事業、桑野道路事業

新直轄道路事業（小松島IC～徳島東IC）
NEXCO：横断道事業（徳島J～徳島東IC）
徳島県：住吉万代園瀬橋線ほか（代行用地事業）

・事業収益見込み
（H2１）２，４１３百万円 （H2５）見込み １７７百万円á

事業規模・内容に見合った適正な事務所設置等を行うため、県との調整を図
組織・人員等の り、柔軟な人員配置に努める。
見直し内容 また、プロパー職員については、今後も退職者不補充を原則とする。

・プロパー職員 （H2１）６名 （H2５）目標５名á
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（ＮＯ．２）

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２１～２５年度）

人件費抑制と経費削減の取り組みを更に押し進めることにより、収支状況の
財務等の見直し 改善を図る。
内容 また、土地開発公社の財務状態を悪化させる懸念がある長期保有土地につい

て、県に速やかな再取得を求める。

・人件費＋経費 （H2１）６０百万円 （H2５）目標 ５８百万円á

当計画の遂行に役職員一丸となって取り組み、進行状況を毎年検証する。ま
情報公開等の取組 た、経営環境の変化に機敏に対応するため、必要に応じて中間見直しを行う。
み 情報公開については、平成１４年度から独自の情報公開要綱を施行していた

が、平成１７年１１月１日から徳島県情報公開条例における実施機関となった
ことにより、一層の情報公開の取組が推進された。

また、経営状況等を明らかにするため、平成１９年度から予算・決算状況等
をホームページで公開している。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

国・県の財源不足に伴う公共事業費の大幅な削減や地価の続落など、公社を
その他 取り巻く経営環境には真に厳しいものがある。

（公社の存在意義） しかしながら、高速自動車道路網をはじめ本県の社会資本整備には大きな遅
れがあり、今後も着実に整備を促進する必要がある。

、「 」公有地の拡大の推進に関する法律 に基づいて設立された土地開発公社は
豊富な経験と専門知識を有する職員を擁し、加えて民間金融機関から低利で資
金調達することで 機動的・弾力的な用地取得を可能としている。、

土地開発基金が縮減される状況にあって、財政負担の平準化を図りながら早
期に事業効果を発現するために、公社の果たす役割は大きい。
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団 体 名 徳島県住宅供給公社

・宅地の分譲 パストラルゆたか野他

（H22:２区画、H23：0区画、H24：７区画）

事 業 概 要 ・県営住宅の管理

（県営住宅：４，９８４戸）

・賃貸駐車場の管理
（竜王団地：６８台）

・県職員住宅の管理

（職員住宅：7団地 131戸）

「徳島県住宅供給公社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２２～２６年度）

・分譲資産の販売促進の実施（分譲価格の見直し）

見直しの方向性 ・分譲資産及び分譲資産以外の所有資産の時価評価の実施

・分譲資産以外の所有資産の売却又は活用（駐車場、ソーラー発電用地）

・県営住宅管理業務への特化

・役職員の削減及び正規職員の採用停止継続

事業計画の見直し ・分譲資産の販売価格の見直し

内容 ・分譲資産以外の所有資産の売却又は活用

・県営住宅管理業務への特化

組織・人員等の ・正規職員数の見直し（正規職員採用による退職者補充を実施しない）

見直し内容 ・昇任・昇格の停止

財務状況の見直し ・分譲資産及び分譲資産以外の所有資産の時価評価の実施

内容 ・分譲資産以外の所有資産の売却又は活用（売却見込みが立たない土地を、

駐車場用地やソーラー発電用地として活用）

・人件費の削減（退職者補充に際し、嘱託職員、臨時職員の採用により人件費

を削減）

情報公開等の取組 ・情報公開の実施（事業実績、役員名簿、財務諸表をホームページに掲載）

み

公益法人制度改革 （対象外）

への対応

、 、その他 引き続き 販売価格の見直しを行うなど分譲地の早期売却に努めるとともに

公社の今後のあり方についても検討を行う。
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団 体 名 阿佐海岸鉄道 株式会社

・平成４年３月に開業した阿佐東線の運営会社で、徳島県、高知県、海陽町、
事 業 概 要 東洋町などの出資による第三セクター方式で設立された、第三セクター鉄道

事業者。
・海部駅（海部郡海陽町）と甲浦駅（高知県東洋町）を結ぶ旅客輸送を担当。
・主な利用者は高齢者や学生であり、通学、通院、買物などに活用する身近な

交通手段であり、今後とも、住民の日常生活を支える公共交通としての役割
を果たすことが期待されている。

・平成２３年度には、線路と道路を乗り換えなしに運行できるＤＭＶ（デュア
） 。ル・モード・ビークル の導入に向けた実証実験が行われ問題なく終了した

「阿佐海岸鉄道株式会社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２４～２８年度）

・人件費の削減を含む徹底した維持管理費の低減を図る。
見直しの方向性 ・鉄道関連イベント、ＤＭＶ導入など利用促進に向けての新たな対策に積極的

に取り組む。

・ＤＭＶ実証実験を踏まえて、運行費用の削減や観光振興など様々な効果が期
事業計画の見直し 待できるＤＭＶ導入への取り組みを進める。
内容 ・高知県、海陽町、東洋町などとともに、阿佐東線の効果的な運行方法を検討

し、鉄道の利用促進と地域の活性化などにつなげる。
・これまでの利用促進イベントを参考に、年齢層やターゲットを絞ったイベン

ト列車や既存の地域イベントと連携した鉄道活性化策を実施する。

、 、 。・現在の組織や人員は 列車運行の安全性を確保する上で 必要最低限の状況
組織・人員等の ・職員賞与の削減（△５０％）する。
見直し内容 ・定期昇給の一部凍結（△約２％）する。

・徳島県、高知県、海陽町、東洋町などとともに、平成２４年度から５年間で
財務状況の見直し 取り組む維持管理費の削減や鉄道活性化策などを定めた経営改善計画を策定
内容 するとともに、関係自治体において、これら取り組みを前提とした経営支援

のための基金造成を実施済み。
・この計画に基づいた経営改善の実行に取り組む。

・監査役２名体制による監査を実施し、毎年度、総会で報告するとともに、マ
情報公開等の取組 スコミや徳島県議会を通じて公表している。
み ・平成２４年度から、徳島県情報公開条例の趣旨に基づいた情報公開制度を導

入している。
・会社の活動状況や財務などに関するホームページでの情報提供については、

平成２５年度中に、公開する情報内容を含め方向性を定める。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他

43



団 体 名 徳島空港ビル 株式会社

徳島空港ターミナルビルを利用する航空会社や航空旅客などに、必要な施設
事 業 概 要 ・設備、ならびにサービスの提供などを行っている。

１．主な事業
・ カウンター、事務室、食堂、売店、倉庫などの貸室の提供
・ 手荷物引渡所、ボーディングブリッジなどの共用施設・設備の提供
・ 運航時刻表示板装置等による案内サービス、案内カウンターにおけるイ

ンフォメーションサービス
２．付帯事業

・ エアポートラウンジ、コンビニエンスショップの運営
・ ロビーや搭乗待合室などにおける広告宣伝業など

「徳島空港ビル株式会社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

〔更なる経営改善〕
見直しの方向性 徳島阿波おどり空港全体の価値を関係機関と連携を図りながら高めていくと

ともに、事業拡大による収益確保と経費削減に努める。

航空機利用者の増加等により、主たる事業である不動産賃貸事業では一定の
事業計画の見直し 収入があるものの、新ターミナルビルへの設備投資等により、売上高に対する
内容 営業利益率が低下していることから、事業拡大による収益確保と経費削減に努

める。
また、国・県及び航空会社など空港関係者との連携を強化して、就航路線や

空港の利用促進を図ることにより、徳島阿波おどり空港全体の利用価値を高め
る。
〔主な事業拡大案〕

・ 新たにネット通販事業に参入。
・ ターミナルビル内における物販直販店の規模拡大。
・ 駐車場事業への参画検討。

〔経費削減〕
・ ペーパレス化の推進やビル内電灯のLED化などによる経費節減。
・ 入札等による委託コストの削減。

〔空港関係者との連携〕
・ 県内外における空港PRイベント等の開催
・ 空港の利便促進に繋がるホームページでの情報発信

健全経営と年中無休による質の高い公共サービスを維持するため、必要最小
組織・人員等の 限の組織・人員で事業運営を行っており、事業拡大においても必要最低限の人
見直し内容 員増とし、期間雇用による人員供給の調整や、より効率的な組織運用を図る。

新ターミナルビルへの設備投資等に伴う減価償却費が増加しつつも、黒字決
財務状況の見直し 算を達成できたが、売上高に対する営業利益率が低下していることから、事業
内容 拡大による収益確保と経費削減により安定した財務体質の構築を図る。

〔監査の充実強化〕
情報公開等の取組 会社法に基づく「会計監査人」や会社定款による「監査役」を設置し、定
み 時株主総会において監査報告を受けている。

また、徳島県監査委員の定期的な監査を受けるとともに、コンプライアン
スの推進にも取り組んでいる。

〔情報公開の取組〕
H24年度に、徳島県情報公開条例の趣旨に基づき情報公開要綱を設置す

ると共に、既設のホームページにおいてＩＲ情報（経営状況や財務状況、業
績動向に関する情報）を公開している。

今後は、徳島空港利用促進協議会との連携により、会社の経営状況等だけ
、 、でなく イベントなど空港に関連する様々な情報を積極的に県内外へ発信し

徳島阿波おどり空港全体の利用促進を図りたい。

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他
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団 体 名 徳島ハイウェイサービス 株式会社

大鳴門橋供用開始に伴う港湾事業の再編により、余剰となった港湾労働者雇
用対策の一環として、関係機関が出資して昭和５９年に第三セクターとして設

事 業 概 要 立された会社であり、主要事業は、本州四国連絡高速道路（株）や、徳島県等
からの委託事業が主たる業務となっている｡

「徳島ハイウェイサービス株式会社 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２１～２６年度）

見直しの方向性 更なる経営改善を行う団体

・平成２６年度から実施予定の本州四国連絡高速道路への全国共通料金の導入
や将来的に検討予定である西日本高速道路（株）と本州四国連絡高速道路

事業計画の見直し （株）との合併問題、また、県の財政事情や制度の見直し等により、当法人を
内容 取り巻く環境は年々厳しくなっている｡

・こうした諸情勢の変化を踏まえ、さらなる職員の資質向上も含め、今後の経
営健全化策及びその方策について検討する｡

・平成26年度まで策定済の経営改善計画の達成に向け引き続き取り組む｡

・本州四国連絡高速道路（株）からの料金所受託配置数に対する不足は、臨時
職員で対応｡他部門については、事業規模に合わせて臨時職員で調整

組織・人員等の
見直し内容 ・年齢・能力・責任を勘案したバランスある人員配置・賃金格付けへと見直し

・県以外からの受託事業の安定的確保、新たな事業の掘り起こしにより、経営
の健全化に努める。

財務状況の見直し
内容 ・会社資産の運用や活用について検討を行う｡（繰越利益剰余金、別途積立金

の使途について検討｡）

・監査役による監査を実施している。また、県の外部監査により、必要な書類
情報公開等の取組 等を提出し、監査を受けている｡
み

・平成２５年度中に、ホームページを作成することとしており、情報公開に向
けた取り組みを進める｡

公益法人制度改革 （対象外）
への対応

その他
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団 体 名 公益財団法人 徳島県埋蔵文化財センター

１ 埋蔵文化財の発掘調査及び研究を行う事業
四国横断自動車道、徳島南環状道路等の開発に伴う発掘調査を実施した。

事 業 概 要 ２ 出土した文化財の整理及び保存を行う事業
国・県等の開発に伴う発掘調査で出土した遺物の整理業務を実施した。

３ 埋蔵文化財の活用及び保護意識の啓発、普及に関する事業
速報展・企画展・古代体験会等を計画的に実施した。

４ 徳島県立埋蔵文化財総合センターの管理、運営に関する事項

「公益財団法人徳島県埋蔵文化財センター 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

見直しの方向性 更なる経営改善を行う。

「発掘調査及び出土品の整理業務について、事業量に見合った組織・人員体制
事業計画の見直 での実施」
し内容 ・発掘調査業務 国・県等関係の発掘調査実施

・出土品の整理業務 国・県等関係の整理業務実施

「事業規模及び経営状況に応じた人員・組織の構築」
・班数

組織・人員等の Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
見直し内容 発掘調査業務班 ４ ３ ３

整理等業務班 ４ ６ ４
計 ８ ９ ７

・職員数
財団雇用常勤役員 ２ ２ ２
財団雇用常勤職員（常勤） １１ １０ １０
財団雇用常勤職員（臨時） ５ ８ ６
財団雇用非常勤職員 ２４ ３０ ２２
県派遣職員 ５ ３ ３
市派遣職員 １ １ ０

計 ４８ ５４ ４３
※国・県等公共事業量により変動する可能性がある。
※常勤職員（常勤）が退職しても、常勤職員（常勤）の補充は行わない。
※事業規模に合わせ、常勤職員（臨時）等により、随時、対応する。

「収支均衡した経営の継続」
・県からの委託料に基づき事業を実施

財務状況の見直し ・人件費の減
内容 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

委 託 料 444,320 400,582 353,782
人 件 費 276,358 249,159 220,056

※国・県等公共事業量により変動する可能性がある。
※人件費には、発掘作業員の賃金を含む。

情報公開等の取組 事業概要、事業報告、収支決算等を記載した年報を発刊している。
み 調査成果等については、インターネットを通じて常時情報発信している。

公益法人制度改革 平成２２年４月１日付け公益財団法人へ移行済。
への対応 関係法令等遵守し、適正な法人運営に努める。

その他
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（ＮＯ．１）

団 体 名 公益財団法人 徳島県暴力追放県民センター

センターは、県民の暴力追放意識の高揚と、暴力団員による不当な行為の被

害者救済等のために、平成２３年度中、２１回６３９名に対し不当要求防止責

事 業 概 要 任者講習を実施したほか、４５０件の暴力相談を受理し、助言・解決等した。

又、県警察との共催により第１１回暴力追放徳島県民大会を開催したほか、各

暴力排除組織が主催する会合に８回出席し、暴力排除啓発活動を行う等取締り

に主眼を置いた警察活動ではなし得ない民間活力を結集した非営利による活動

を展開している。

「公益財団法人徳島県暴力追放県民センター 経営改善計画の概要」

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

見直しの方向性 平成２３年２月１日、公益財団法人へ移行したが、今後も運用益の増加が見

込めないことから、引き続き、経費削減対策や賛助会員の獲得に努める。

暴力団は、組織実態、活動形態を不透明化させ、資金獲得活動も多様化し、

徳島県暴力団排除条例が施行された現状において、センターに対する相談内容

事業計画の見直し は、より複雑多様化が予想されることから、センター、警察、民暴弁護士の三

内容 者の連携を一層緊密にして、センターにおける無料法律相談や集中相談日の設

定により、解決機能を併せ持った相談体制及び内容の充実を図るほか、暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律の一部改正により追加された暴力団

事務所の付近住民等の生活の平穏又は業務の遂行の平穏が害されることを防止

することに努める。

特に警察とは一層緊密な連携を行い、相談の中に眠る事件の掘り起こしに努

め、警察への引継で事件化を図ることにより、被害者の問題解決及び暴力団排

除に関する県民世論の喚起を促すとともに、暴力追放県民大会、不当要求防止

責任者講習、各種会合等のあらゆる機会を通じて、県民の理解と協力を得て、

定款に沿った公益目的事業の充実と拡大に努める。

、 、運営資金捻出のため 平成１０年４月に一般事務職員を臨時職員に切り替え

平成１３年４月には、正規職員２名の内の事務局次長職を廃止、更に平成１４

組織・人員等の 年４月には、唯一の正規職員である専務理事の報酬を大幅に減額し現在に至っ

見直し内容 ている。現在のセンターの職員は、専務理事及び臨時職員の２名であり、これ

以上の人員削減は不可能な状態にあるが、公益目的事業の充実・拡大のために

は、事務局職員の増員が不可欠である。なお、公益財団法人移行後は、理事

１７名から１３名へ、評議員を２１名から１６名に削減している。

、 、 、基本財産は センターの財政基盤であるが 超低金利が続いていることから

急激な運用益の増加は見込めず、ハイリスク・ハイリターンの運用を避け、ペ

財務状況の見直し イオフ対策に配慮しながら、元本が確実に保障される国債等の運用で運用益の

。 、 、 、内容 増加に努める また 地方経済が低迷している社会情勢下においては 寄付金

賛助金の確保は困難を極めるが、センター事業の積極的な広報により、県民の

理解と協力を得て、寄付金、賛助金の増額による財政基盤の充実に努めるとと

もに、共益事業の実施により賛助会員の退会・賛助金の減額を食い止める。
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（ＮＯ．２）

取 組 項 目 具体的な取組内容（Ｈ２５～２７年度）

センターの事業報告及び収支決算は、毎事業年度終了後３箇月以内に理事長
情報公開等の取組 が、その年度の事業報告及びこれに伴う収支決算書、正味財産増減計算書、貸
み 借対照表並びに財産目録を作成し、税理士等の監事２名の監査を経た上で、理

事会の承認を得て、徳島県知事及び徳島県公安委員会に報告している。
さらに、経営改善計画の達成度や課題を分析するため自己点検評価を実施す

る。
、 、 、情報公開については 徳島県情報公開条例の趣旨に基づき 平成１４年４月

センターにおける情報公開の実施に際し必要な事項を定めた「センター情報公
開規程」を定めて運用するとともに、平成１６年７月から、ホームページ上で
事業実績や財務諸表を公開している。

なお、センターの活動内容については、暴力追放県民大会や不当要求防止責
任者講習等の機会を捉えて周知すると共に、ホームページ上で逐次活動状況を
公表している。

公益法人制度改革 平成２３年２月１日、公益財団法人へ移行済
への対応

その他
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